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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等
 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月

売上高及び営業収入 （百万円） 335,567 316,969 324,343 329,588 341,956

経常利益 （百万円） 19,626 15,515 17,409 16,811 17,087

親会社株主に帰属する当期純

利益
（百万円） 10,573 7,171 9,585 11,017 10,907

包括利益 （百万円） 10,510 7,315 8,258 11,495 11,618

純資産額 （百万円） 133,822 139,137 145,599 155,241 164,958

総資産額 （百万円） 296,811 301,128 305,496 306,562 319,771

１株当たり純資産額 （円） 2,631.93 2,746.54 2,873.00 3,062.98 3,254.23

１株当たり当期純利益 （円） 208.22 141.44 189.33 217.54 215.35

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） 207.92 141.18 189.11 217.32 215.12

自己資本比率 （％） 45.0 46.1 47.6 50.6 51.5

自己資本利益率 （％） 8.2 5.3 6.7 7.3 6.8

株価収益率 （倍） 13.48 20.02 12.15 12.66 13.16

営業活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 22,293 14,900 21,834 26,719 22,400

投資活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） △18,149 △17,088 △12,875 △13,923 △16,914

財務活動によるキャッシュ・

フロー
（百万円） 5,543 △1,539 △8,311 △14,854 △6,229

現金及び現金同等物の期末残

高
（百万円） 12,715 8,996 9,628 7,568 6,819

従業員数
（人）

4,528 4,547 4,560 4,633 4,588

[外、平均準社員数] [4,639] [4,680] [4,930] [4,710] [4,842]

　（注）売上高及び営業収入の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）提出会社の経営指標等
 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月

売上高及び営業収入 （百万円） 321,136 303,061 310,667 316,444 328,491

経常利益 （百万円） 15,789 11,950 13,036 12,418 12,254

当期純利益 （百万円） 8,481 5,164 6,974 8,339 7,964

資本金 （百万円） 18,802 18,802 18,802 18,802 18,802

発行済株式総数 （千株） 54,409 54,409 54,409 54,409 54,409

純資産額 （百万円） 118,862 122,149 126,860 133,444 139,573

総資産額 （百万円） 277,687 281,948 284,334 284,316 292,907

１株当たり純資産額 （円） 2,337.35 2,410.70 2,502.98 2,632.58 2,753.06

１株当たり配当額
（円）

36.00 36.00 36.00 38.00 39.00

(内１株当たり中間配当額) (18.00) (18.00) (18.00) (19.00) (19.00)

１株当たり当期純利益 （円） 167.01 101.86 137.76 164.68 157.24

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益
（円） 166.77 101.67 137.60 164.51 157.08

自己資本比率 （％） 42.7 43.2 44.6 46.9 47.6

自己資本利益率 （％） 7.3 4.3 5.6 6.4 5.8

株価収益率 （倍） 16.81 27.79 16.70 16.72 18.02

配当性向 （％） 21.6 35.3 26.1 23.1 24.8

従業員数
（人）

4,085 4,104 4,134 4,179 4,189

[外、平均準社員数] [3,950] [3,964] [4,250] [4,046] [4,186]

　（注）売上高及び営業収入の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【沿革】

1952年４月 新潟県から小売主食販売店の登録を受け、初代社長捧寅七が米穀商米利商店を創業。

1962年７月 個人商店を株式会社米利商店に組織変更、設立。（会社設立日、1962年７月２日）

1963年12月 昭和石油瓦斯㈱とＬＰガス特約店契約を締結。ＬＰガス、石油販売を開始。

1967年11月 新社屋を三条市東裏館に竣工。ガソリンスタンド、ＬＰガススタンドを同地内に開設。

1973年１月 商号を株式会社米利に変更。

1974年３月 北星産業㈱（現連結子会社）を設立。

1977年４月 ホームセンター事業に進出、三条市須頃地区にホームセンター三条店（第１号店）を開店。

1983年９月 専門店性を重視した150坪スタイルの店舗「ハードアンドグリーン」第１号店を新発田市に開店。

1985年２月 ㈱ライフコメリ（現連結子会社）を設立。

1985年７月 商号を株式会社コメリに変更。

1986年12月 本店を、三条市興野二丁目19番38号から新潟市米山四丁目１番28号に移転。

1987年４月 ㈱ブリージーグリーン（元連結子会社）を設立。

1987年10月 新潟証券取引所に株式上場。

1988年４月 ㈱ムービータイム（現連結子会社）を設立。

1990年５月 ㈱ビット・エイ（現連結子会社）を設立。

1994年９月 東京証券取引所市場第二部に株式上場。

1996年11月 事業本部を新潟県白根市に移転。

1997年９月 東京証券取引所市場第一部に指定。

1998年４月 ㈱アテーナ（元連結子会社）の株式を取得。

2001年４月 ミスタージョン㈱（元連結子会社）と資本業務提携。

2002年４月 ㈱アクア（現連結子会社）を設立。

（2007年４月１日付で商号を㈱コメリキャピタルに変更）

2002年５月 ㈱キッコリー（元連結子会社）の株式を取得。

2002年10月 ㈱ヤマキ（元連結子会社）と資本業務提携。

2004年２月 ミスタージョン㈱及び㈱ヤマキを株式交換により完全子会社化。

2005年３月 本店を新潟市清水（現南区清水）4501番地１に移転。

2006年４月 ミスタージョン㈱及び㈱キッコリーを吸収合併。

2006年10月 ㈱ブリージーグリーンを吸収合併。

2009年４月 ㈱ヤマキを吸収合併。

2009年10月 ㈱アテーナを吸収合併。
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３【事業の内容】

当社グループは、当社（株式会社コメリ）及び子会社14社で構成されております。その事業は、住まいの分野を事

業の中核と捉え、金物・工具・建築資材等のハードウェア商品と、園芸・植物・農業資材等のグリーン商品を主たる

商材として、流通業を営んでおります。また、関連する商品の調達、物流、その他のサービス等をグループ一体とな

り展開しております。当社グループ各社の位置付け及び主な業務は、次のとおりであります。

なお、次の部門は「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの

区分と同一であります。

(1）ホームセンター  

㈱コメリ …………………………ホームセンター事業を行っており、生活関連用品全般を扱う「パワー」・

「ホームセンター」と工具・金物（ハードウェア）と園芸（グリーン）を組合

わせた「ハードアンドグリーン」を経営しております。

北星産業㈱ ………………………当社の海外からの買付商品の保管及び当社が販売する商品の店舗別仕分け、各

店舗への配送業務を行っております。また当社取引先より、各店舗への配送業

務を請け負っております。

㈱ビット・エイ …………………当社及びグループ各社の業務上必要な各種情報処理及びそれに必要なコン

ピュータソフトウェアの開発や、当社取引先の情報処理等を行っております。

㈱コメリキャピタル ……………クレジットカード業務及びその付帯業務並びに保険代理店業務を行っておりま

す。

米利商品開発股份有限公司 ……台湾で当社及びグループ会社の商品の買付けを行っております。

上海米利貿易有限公司 …………中国で当社及びグループ会社の商品の買付けを行っております。

㈱コメリクリエイト ……………大規模なリフォーム工事等の請負を行っております。

㈱コメリサポート ………………清掃、補修メンテナンス業務を行っております。

(2）その他  

㈱ライフコメリ …………………当社及びグループ会社への燃料納入と、ＬＰガス、ガソリン、灯油及び関連機

器の販売を行っております。

㈱ムービータイム ………………書籍の販売を行っております。

大連米利海辰商場有限公司 ……中国で不動産賃貸業を行っております。
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［事業系統図］

　事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

連結子会社      

北星産業㈱
新潟県新潟市

南区
336

ホームセンター

商品配送管理業務
100

　当社の販売する商品の店舗別

仕分け業務及び各店舗への配送

業務を同社が行っております。

　資金の貸付をしております。

　役員の兼任があります。

㈱ビット・エイ
新潟県新潟市

南区
50

ホームセンター

各種情報処理及びコ

ンピュータソフト

ウェアの開発

100

　当社の各種情報処理業務の委

託及びコンピュータソフトウェ

アの供給を受けております。

　資金の借入を受けておりま

す。

　役員の兼任があります。

㈱コメリキャピタル
新潟県新潟市

南区
450

ホームセンター

クレジットカード業

務及びその付帯業務

並びに保険代理店業

務

100

　当社グループカードの運営を

委託しております。

　資金の貸付をしております。

　役員の兼任があります。

㈱ライフコメリ 新潟県三条市 30

その他

ＬＰガス、ガソリ

ン、灯油及びそれら

の関連機器の販売

100

　同社より燃料を購入しており

ます。

　資金の借入を受けておりま

す。

　役員の兼任があります。

㈱ムービータイム
新潟県新潟市

南区
248

その他

書籍の販売
100

　当社が不動産の一部を賃貸し

ております。

　資金の貸付をしております。

　役員の兼任があります。

（注）「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

2018年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

ホームセンター 4,532(4,776)

その他 56 ( 66)

合計 4,588(4,842)

　（注）従業員数は就業人員であり、準社員数は(　)内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

2018年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

4,189(4,186) 34.7 10.33 4,060,283

 

セグメントの名称 従業員数（人）

ホームセンター 4,189(4,186)

合計 4,189(4,186)

　（注）１．平均年間給与は、基準賃金のほか時間外勤務手当等の基準外賃金及び賞与を含んでおります。

２．従業員数は就業人員であり、準社員数は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(3）労働組合の状況

　当社には、上部団体であるＵＡゼンセン同盟に加盟しているコメリユニオンがあり、2018年３月31日現在の組合

員数は8,196人であります。

　また、一部の連結子会社には企業別に労働組合が組織されております。

　なお、労使関係は良好に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】
　以下、第２ 事業の状況に掲げる金額については、消費税等は含まれておりません。

　なお、ＰＷはパワー、ＨＣはホームセンター、Ｈ＆Ｇはハードアンドグリーン、ＡＴはアテーナの略称でありま

す。

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 会社の経営の基本方針

当社グループの経営理念は、「企業とは人々の幸せのために存在すべきものであり、それでこそ社会から支持

され、存続することができる」という考えに根ざしており、これは創業以来不変のものであります。

上記経営理念に基づき、当社グループは、建築資材、金物、農業資材といったホームセンターが本来担うべき

分野を強みとし、この分野の遅れた流通の近代化に取り組んでまいります。

 

(2) 目標とする経営指標

当社グループは、「労働分配率33.3％、ＲＯＡ10％、ＲＯＥ10％」を目指し、“人”及び“資本”の生産性の

向上に努めてまいります。

なお、当連結会計年度におけるＲＯＡは5.5％、ＲＯＥは6.8％であります。

 

(3) 中長期的な会社の経営戦略

当社グループの目標とする経営指標の達成に向けて、2017年３月期からの３年間は、“人”及び“資本”の生

産性向上を図り、更なる成長を遂げる経営基盤の確立に取り組んでおります。

2016年４月26日公表の「コメリグループ中期経営計画」につきましては、2018年３月期までの進捗が計画を下

回ったため、2019年３月期の営業収益を3,580億円に、営業利益を187億円にそれぞれ修正いたしました。

 

(4) 会社の対処すべき課題

当社グループを取り巻く環境は、少子高齢化及び人口の減少による市場の変化やインターネット販売等、業

種・業態の垣根を越えた販売競争が激化し、ますます厳しい状況になるものと予想されます。

このような状況のもと、当社グループは、「住まい」と「農業」に重点をおき、更なる商品開発、販売体制及

びサービスの強化による差別化を図り、持続的な成長と発展を目指してまいります。

① 出店政策

出店地域与件に合致したフォーマットによる船団方式での出店により、密度の高いドミナントエリアを形

成してまいります。

② 農業分野

日本の農業の発展に寄与することを企図し、ローコストな農業資材の提供、金融支援、専門知識を有する

農業アドバイザーによる営農指導、農産物の流通支援を通じて、日本の農業の産業化を支援してまいりま

す。

③ Ｅコマース

全国に展開している実店舗とＥコマースを融合させ、全店の在庫がリアルタイムに確認できる「取り置き

サービス」等で、お客様の利便性の向上を図り、多様化するニーズにお応えしてまいります。

④ カード事業

カード会員の獲得を更に推進し、顧客基盤をより強固なものにしてまいります。使えば使うほどお得なＦ

ＳＰやサービスの更なる拡充を行い、お客様の利便性の向上に努めてまいります。また、ビックデータを活

用した販売促進との情報連携サービスを推進するとともにキャッシュレス等の多様化する決済手段にも対応

してまいります。

⑤ ダイバーシティの推進

ＢＰＲによる現場作業の「楽・良・早・安」化を推進することでローコストオペレーションを構築し、多

様な人材がより活躍できる環境を整備してまいります。
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(5) 環境及び社会への取り組み

当社グループは、持続的な社会貢献や企業価値向上のために、ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）に関する課

題に対し積極的に取り組んでおります。

① 環境

当社グループは、ホームセンター事業を通じ園芸・農業分野に注力することで地球温暖化防止等の環境改

善につながると考えております。

・商品

自社開発商品の構造用合板は、国産杉を原料としております。一般的に、二酸化炭素を吸収し成長する

植物の組織内には、地球温暖化の原因となる気体炭素が固体炭素となり貯蔵されます。したがって固体炭

素のかたまりである木材を積極的に活用することが地球温暖化対策につながっております。また、国内の

森林は伐採適齢期を迎え、政府は環境保全面から積極的な国産材利用を推進しております。植林と伐採を

うまく循環させることで持続的な森林資源の利用が可能となり、地球温暖化対策及び国内の環境保全にも

寄与できるものと考えております。

・物流及び店舗

取引先から納品される商品を全国10カ所の流通センターへ集約、店舗へ一括配送し、車両台数を削減す

ることで、二酸化炭素の排出量削減につながっております。また、物流容器に再利用可能な通い箱や専用

パレットを積極的に使用し、梱包資材の削減及びトラックの積載効率の向上に努めております。

新潟、花巻、高崎、茨城、三重、岡山の各流通センターに環境ステーションを設置し、段ボールやビ

ニール等の廃棄物の減量化及びリサイクルを推進しております。また、店舗に省エネ型の照明器具や空調

設備を導入することでエネルギー使用量の低減に努めております。

・太陽光発電

当社グループは、2013年より建物の屋上空間を利用した太陽光発電事業を行っております。現在、12店

舗及び４ヶ所の流通センターで展開しております。

② 社会

当社グループは、ホームセンター事業を通じて地域社会への貢献に取り組んでおります。

・社会貢献活動

1990年に「コメリ緑資金」を設立し、以来28年間に渡り、毎年利益の１％相当額を原資として、地域の

緑化活動や農業振興及び災害時における物資の安定供給の基盤整備、文化・社会貢献への還元事業を継続

しております。

公益財団法人コメリ緑育成財団は、農業・園芸分野における生産技術・生産性向上に資する事業や地域

の緑化活動への助成及び「コメリ緑資金ボランティア」等の活動を行っております。

ＮＰＯ法人コメリ災害対策センターは、全国の各自治体、当社グループ及び協力企業が一体となるネッ

トワークを構築し、災害発生時に必要な物資供給を迅速かつ円滑に行っております。

③ ガバナンス

当社のコーポレートガバナンス報告書は、以下のページをご覧ください。

http://www.komeri.bit.or.jp/ir/governance/index.html
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２【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

(1) 出店について

当社グループの出店政策は、ＰＷ、ＨＣ及びＨ＆Ｇを商圏規模に応じて「船団方式」で出店し、更なる店舗網

の拡大及びドミナントを進めるものですが、「都市計画法」「大規模小売店舗立地法」等の法令又は条例等の規

制により、住民や自治体との調整のため、出店に要する時間の長期化や出店コストの増加等により当初の計画通

りに出店ができない場合、業績や財務状況に影響を受ける可能性があります。

(2) 気象条件について

当社グループの販売商品は園芸・農業用品をはじめとして、きわめて季節性の高い商品が多く、四季の特徴が

早い時期より顕著に現れるほど販売が好調となる傾向がありますが、反面、暖冬、冷夏などにより商品の動きが

鈍くなると、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 流通ネットワーク障害について

当社グループは、商品開発のグローバル化を推進するとともに、物流網及び情報システムを整備し、全国をカ

バーできる流通ネットワークの整備を行い、ローコストオペレーション体制を構築してまいりました。

しかしながら、自然災害、停電・火災、戦争・テロ、コンピュータウィルス又は人為的な誤り等による継続的

な情報システムの障害による流通ネットワークの障害が発生する可能性があります。このような事態が発生した

場合、当社グループの事業運営に支障が生じ、売上高の減少、レジシステムの停止、データの消失、復旧に関す

る費用の発生等、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 競合について

ホームセンター企業各社は、プロ需要やリフォーム・ホームファッションなどに対応するため店舗の大型化を

進めて競争が激化する中、更に業種・業態の垣根を越えた競争が激しくなるなど、小売業全体において企業間競

争が熾烈化しております。

当社は多店舗展開によるドミナントエリア化を進めておりますが、競合商品分野において有力な競合他社店舗

によるエリア内への大型店舗の出店等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 情報の流出について

当社グループでは、社内体制を整備し、お客様及びお取引先様等のデータ並びに売上・仕入等の営業上のデー

タを保有し、管理しております。

しかしながら、犯罪行為やコンピューターシステムの障害等により情報の漏洩・流出の起こる可能性は否定で

きず、そのような事態が発生した場合には、当社グループの社会的信用に影響を及ぼし、情報流出に起因する被

害に対する損害賠償義務を負う可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 為替変動等について

当社グループは、海外から商品の輸入を行っており、為替予約等により為替リスクの低減を行っております。

しかしながら、想定以上の為替変動が生じた場合又は原油市場の価格が変動した場合等には輸入商品の調達に

支障をきたし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、底堅い内外需を背景として緩やかな景気回復が続いておりますが、米

国の輸入関税措置の影響や中東及び朝鮮半島における地政学的リスク等の不安材料を抱えた状況となりました。

国内の消費環境におきましては、雇用・所得環境の改善が下支えとなり個人消費が緩やかに回復してきている

ものの、消費者の節約志向は、依然として根強いものがあります。ホームセンター業界におきましては、異業種

との垣根を越えた競争の激化や人件費等の増加が売上・利益を圧迫し、厳しい経営環境となりました。

このような状況のもと、当社グループの当連結会計年度の財政状態及び経営成績は以下のとおりとなりまし

た。

(イ）財政状態

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ132億９百万円増加し、3,197億71百万円とな

りました。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ34億92百万円増加し、1,548億13百万円とな

りました。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末に比べ97億16百万円増加して、1,649億58百万円

となりました。

 

(ロ）経営成績

当連結会計年度の経営成績は、営業収益3,419億56百万円（前年同期比103.8％）、営業利益169億64百

万円（同101.6％）、経常利益170億87百万円（同101.6％）、親会社株主に帰属する当期純利益109億７百

万円（同99.0％）となりました。

 

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

ａ．ホームセンター

ⅰ　金物・資材・建材

電動工具や関連パーツ、防寒衣料が堅調に推移いたしました。また、キッチン・バス・洗面台等の

住設機器の販売も堅調に推移いたしました。これにより売上高は、1,007億23百万円（前年同期比

104.6％）となりました。

ⅱ　園芸・農業用品

刈払機や除草剤、自社開発商品の散水用品の販売が堅調に推移いたしました。また、野菜苗や切花

を中心とした植物の販売も堅調に推移いたしました。これにより売上高は、770億13百万円（同

103.4％）となりました。

ⅲ　家庭用品

エアコンや石油ファンヒーター等の冷暖房機器や布団等の寝具の販売が堅調に推移いたしました。

これにより売上高は、858億６百万円（同100.7％）となりました。

ⅳ　オフィス・レジャー用品

自社開発商品の収納ボックスや座椅子等を中心とした家具・収納用品の販売が堅調に推移いたしま

した。また、洗車用品やタイヤ等のカー用品も堅調に推移いたしました。これにより売上高は、454

億50百万円（同102.7％）となりました。

ⅴ　灯油他

灯油の販売は、市場価格に連動した単価の上昇と気温の低下による販売数量の増加により、前年実

績を大きく上回りました。これにより売上高は、285億22百万円（同114.1％）となりました。

その結果、ホームセンター全体としての売上高は、3,375億17百万円（同103.8％）となりました。

 

ｂ．その他

㈱ライフコメリは、ＬＰガス、ガソリン、灯油及びその関連機器の販売を行っており、新潟県におけ

るＬＰガス販売額は、トップシェアを確保し、長野県にも営業拠点を拡大しております。

㈱ムービータイムは、書籍等の販売を行っております。

その結果、その他全体としての売上高は、44億39百万円（同102.8％）となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、68億19百万円となりました。各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果、獲得した資金は、224億円（前年同期比16.2％減）となりました。主な獲得要因は、税金

等調整前当期純利益165億６百万円、減価償却費110億98百万円であります。主な使用要因は、法人税等の支払

額53億79百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果、使用した資金は、169億14百万円（同21.5％増）となりました。主な使用要因は、有形固

定資産の取得であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果、使用した資金は、62億29百万円（同58.1％減）となりました。主な獲得要因は、長期借入

れによる収入90億円であります。主な使用要因は、短期借入金の減少額70億円、長期借入金の返済による支出

44億80百万円、配当金の支払額19億24百万円であります。

 

③生産、受注及び販売の実績

(イ）仕入実績

当連結会計年度の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

前年同期比（％）

ホームセンター（百万円） 224,337 104.8

報告セグメント計（百万円） 224,337 104.8

その他（百万円） 3,039 109.1

合計（百万円） 227,377 104.9

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(ロ）販売実績

当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

前年同期比（％）

ホームセンター（百万円） 337,517 103.8

報告セグメント計（百万円） 337,517 103.8

その他（百万円） 4,439 102.8

合計（百万円） 341,956 103.8

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析。検討内容は次のとおりでありま

す。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当たりまして、将来事象の結果に依存するため確定できない金額につい

て、仮定の適切性、情報の適切性及び金額の妥当性に留意した上で会計上の見積りを行っております。実際の結

果は、将来事象の結果に特有の不確実性があるため、見積りと異なる場合があります。

 

②当連結会計年度の経営成績等に関する認識及び分析・検討内容

(イ）経営成績等

ａ．財政状態

当連結会計年度末の資産合計は、前連結会計年度末より132億９百万円増加し、3,197億71百万円とな

りました。主に有形固定資産が109億71百万円、商品及び製品が16億98百万円、受取手形・売掛金が16

億34百万円それぞれ増加したことによるものであります。

当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末より34億92百万円増加し、1,548億13百万円とな

りました。主に短期借入金が70億円減少いたしましたが、１年以内の返済予定を合わせた長期借入金が

45億19百万円、未払金が32億38百万円、設備支払手形が９億53百万円それぞれ増加したことによるもの

であります。

当連結会計年度末の純資産合計は、前連結会計年度末より97億16百万円増加して、1,649億58百万円

となりました。主に利益剰余金が増加したことによるものであります。

 

ｂ．経営成績

営業収益は、自社開発商品を中心とした販売が各部門とも堅調に推移し、3,419億56百万円（前年同

期比103.8％）となりました。

利益面では、商品荒利率の改善とＢＰＲ（ビジネスプロセス・リエンジニアリング）によるオペレー

ションの効率化により利益率が改善し、営業利益は、169億64百万円（同101.6％）、経常利益は170億

87百万円（同101.6％）となりました。

 

(ロ）経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

当連結会計年度におけるホームセンター事業におきましては、ＰＷ、ＨＣ、Ｈ＆Ｇの店舗フォーマット

毎の標準モデルを作成し、新店及び既存店への水平展開を図ることで、店舗の活性化に注力いたしまし

た。その考えのもと、当連結会計年度は、ＰＷ14店舗、ＨＣ13店舗、Ｈ＆Ｇ129店舗、合計156店舗の既存

店改装を実施いたしました。また、ＰＷ全店において、ＥＤＬＰ（エブリディ・ロー・プライス）政策の

更なる推進により、ＰＷの客数及び買上点数が堅調に推移し、売上全体を牽引いたしました。これらによ

り、当連結会計年度における既存店売上高前年比は、101.1％となり前年実績を上回りました。

なお、連結子会社、㈱コメリキャピタルが独自に発行しているコメリカード（クレジット機能）、アク

アカード（プリペイド機能）等のカード会員数は、当連結会計年度末で290万人を突破し順調に推移して

おり、多様な決済手段へ対応するとともに、お客様の商品ニーズをタイムリーに把握することを可能にし

ております。

出店につきましては、北海道及び関東を中心にＰＷ８店舗（北海道２、宮城県、長野県、群馬県、千葉

県、三重県、奈良県）、ＨＣ７店舗（北海道、岩手県、群馬県、栃木県、茨城県、静岡県、岐阜県）、Ｈ

Ｇ２店舗（秋田県、長野県）を開店いたしました。また、ＨＣ１店舗（新潟県）をＰＷに、ＨＧ２店舗

（栃木県、富山県）をＨＣに業態転換し、ＨＣ２店舗、ＨＧ７店舗、アテーナ（以下、ＡＴ）４店舗を閉

店いたしました。これらにより、当連結会計年度末の店舗数は、ＰＷ53店舗、ＨＣ163店舗、ＨＧ961店

舗、ＡＴ９店舗、合計で1,186店舗となりました。

なお、2018年３月に北海道地区における店舗網拡大の拠点として、全国10ヶ所目となる北海道流通セン

ターを苫小牧市に開設いたしました。
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(ハ）資本の財源及び資金の流動性

ａ．キャッシュ・フロー

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、「(1）経営成績等の状況の概要　②

キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであります。

 

ｂ．契約債務

2018年３月31日現在の契約債務の概要は以下のとおりであります。

 年度別要支払額（百万円）

契約債務 合計 １年以内 １年超３年以内 ３年超５年以内 ５年超

短期借入金 200 200 － － －

長期借入金 56,648 17,169 16,338 20,702 2,437

リース債務 4,809 1,604 2,095 746 363

当社グループの第三者にに対する保証は、関係会社の借入金に対する債務保証であります。保証した

借入金の債務不履行が保証期間に発生した場合、当社グループが代わりに弁済する義務があり、2018年

３月31日現在の債務保証額は６百万円であります。

 

ｃ．財務政策

当社グループは、運転資金及び設備資金につきましては、自己資金または借入により資金調達するこ

ととしております。このうち、借入による資金調達に関しましては、短期運転資金は銀行からの短期借

入を基本としており、設備投資や長期運転資金の調達につきましては、銀行からの長期借入及びリース

を基本としております。

なお、当連結会計年度末における借入金及びリース債務を含む有利子負債の残高は616億58百万円と

なっております。また、当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は68億19百万円となって

おります。

 

(ニ）経営方針、経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、「１

経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」に記載しております。

 

 

４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

特記事項はありません。
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第３【設備の状況】
　以下、第３ 設備の状況に掲げる金額については、消費税等は含まれておりません。

　　　なお、ＰＷはパワー、ＨＣはホームセンター、Ｈ＆Ｇはハードアンドグリーン、ＡＴはアテーナの略称でありま

す。

１【設備投資等の概要】

　　当社グループが当連結会計年度において実施いたしました主な設備投資は、ＰＷ８店舗、ＨＣ７店舗、Ｈ＆Ｇ２店舗

の新規出店であります。その結果、当連結会計年度の設備投資額は215億12百万円となりました。

　　なお、設備投資に必要な資金は、自己資金、銀行からの借入金及びリースでまかないました。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

（2018年３月31日現在）
 

事業所名
セグメント
の名称

設備の内
容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置及
び運搬具
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース資産
（百万円）

その他
（百万円）

合計
（百万円）

ＰＷ河渡店他

52店舗

ホームセン

ター

建物及び

販売設備
35,913 205

7,019

(185,150)
－ 525 43,663

765

(1,665)

ＨＣ小針店他

162店舗
同上 同上 30,205 157

9,433

(179,051)
199 422 40,417

877

(1,860)

Ｈ＆Ｇ山北店他

960店舗
同上 同上 31,237 168

1,004

(30,286)
357 149 32,918

1,959

(3,011)

ＡＴ新津店他

９店舗
同上 同上 103 －

198

(4,200)
－ 0 302

22

(39)

事業本部 同上
統括業務

施設
956 1

2,402

(217,104)
3,518 363 7,241

539

(154)

（注）従業員数は就業人員であり、準社員数は(　)内に2018年３月31日現在の人員を外数で記載しております。

(2）国内子会社

（2018年３月31日現在）
 

会社名 事業所名
セグメントの
名称

設備の内
容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物
(百万円)

機械装置
及び運搬
具
(百万円)

土地
(百万円)
(面積㎡)

リース資産
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

北星産業㈱
新潟流通管

理センター

ホームセン

ター

建物及び

仕分設備
1,409 124 － － 3 1,537

79

(102)

同上
郡山流通セ

ンター
同上 同上 118 34

244

(7,305)
－ 1 399

13

(31)

同上
福井流通セ

ンター
同上 同上 184 34

514

(25,091)
－ 1 734

15

(40)

同上
高崎流通セ

ンター
同上 同上 813 139

－

(60,063)
－ 3 956

19

(48)

同上
三重流通セ

ンター
同上 同上 464 175

967

(36,031)
－ 2 1,610

21

(71)

同上
岡山流通セ

ンター
同上 同上 1,072 69

－

(46,002)
－ 4 1,145

22

(64)

同上
花巻流通セ

ンター
同上 同上 1,136 84

1,030

(68,250)
－ 4 2,256

25

(51)

同上
九州流通セ

ンター
同上 同上 1,473 204 － － 6 1,684

17

(44)

同上
茨城流通セ

ンター
同上 同上 2,438 382

2,069

(103,463)
－ 20 4,910

22

(53)

同上
北海道流通

センター
同上 同上 2,987 4

553

(90,766)
－ 17 3,562

12

(16)

（注）１．従業員数は就業人員であり、準社員数は(　)内に2018年３月31日現在の人員を外数で記載しております。

２．高崎流通センター及び岡山流通センターの土地は全て当社グループ外部より賃借しております。

３．北海道流通センターの土地の一部は当社グループ外部より賃借しております。

４．新潟流通管理センター及び九州流通センターの土地は全て提出会社から賃借しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　2018年３月31日現在において実施及び計画している設備の新設の主なものは次のとおりであります。

会社名
事業所名(仮名)

所在地
セグメン
トの名称

設備の内
容

投資予定金額

資金調達方法

着工及び完成予定年月
完成後の
売場面積
（㎡）

総額
（百万円）

既支出額
(百万円)

着工 完成

当社

ＰＷ旭店

千葉県

旭市

ホームセ

ンター

新築店舗

（所有）
910 485

自己資金及び

借入金
2017年９月 2018年４月 9,250

当社

Ｈ＆Ｇ門川店

宮崎県

東臼杵郡

門川町

同上 同上 112 46 同上 2017年11月 2018年４月 999

当社

ＨＣ亘理店

宮城県

亘理郡

亘理町

同上 同上 735 373 同上 2017年10月 2018年６月 5,950

当社

ＰＷ鹿沼店

栃木県

鹿沼市
同上 同上 938 477 同上 2017年10月 2018年６月 9,250

当社

ＨＣ北茨城店

茨城県

北茨城市
同上 同上 697 347 同上 2017年７月 2018年７月 5,950

当社

ＰＷ四街道店

千葉県

四街道市
同上 同上 1,331 148 同上 2017年10月 2018年８月 13,220

当社

ＰＷ甘木インター

店

福岡県

朝倉市
同上 同上 937 107 同上 2017年12月 2018年９月 9,250

当社

ＰＷ米原店

滋賀県

米原市
同上 同上 873 206 同上 2018年２月 2018年９月 9,250

当社

ＰＷ名寄店

北海道

名寄市
同上 同上 473 91 同上 2018年３月 2018年10月 5,950

当社

ＨＣ立科店

長野県

北佐久郡

立科町

同上 同上 471 3 同上 2018年４月 2018年11月 3,960

当社

ＨＣ雫石店

岩手県

岩手郡

雫石町

同上 同上 478 5 同上 2018年４月 2018年11月 3,960

当社

ＰＷ栗東店

滋賀県

栗東市
同上 同上 1,425 221 同上 2017年12月 2018年11月 13,220

当社

ＰＷ那須塩原店

栃木県

那須塩原

市

同上 同上 918 103 同上 2018年２月 2018年11月 9,250

当社

ＰＷ吉田店

静岡県

榛原郡

吉田町

同上 同上 1,077 18 同上 2018年４月 2018年12月 9,250

当社

ＰＷ名古屋竜泉寺

北店

愛知県

名古屋市

守山区

同上 同上 1,690 17 同上 2018年２月 2019年１月 8,260

当社

ＰＷ鹿屋店

鹿児島県

鹿屋市
同上 同上 1,001 16 同上 2018年３月 2018年12月 9,250
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 131,000,000

計 131,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2018年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（2018年６月22日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 54,409,168 54,409,168 東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 54,409,168 54,409,168 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

決議年月日 2011年６月24日及び2011年７月28日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役（社外取締役を除く）７名

新株予約権の数（個）※ 103 [103]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 10,300 [10,300]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※  自 2011年８月13日 至 2041年８月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     2,156

資本組入額   1,078

新株予約権の行使の条件※ （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注２）

 ※ 当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載

しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．①　新株予約権１個の一部行使は認めない。

②　新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日を起算日

として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、当社取締役会が別途定める日以降

においては、新株予約権を行使することができる。

③　当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部を行使することは

できない旨を決定することができる。

(イ）会社に重大な損害を与えた場合。

(ロ）相続開始時に、新株予約権者が後記④に基づいて届け出た相続人が死亡している場合。

(ハ）新株予約権者が書面により本件新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申出た場合。

④　新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予約権者の配偶者ま

たは一親等内の親族に限る）１名を届け出なければならない。なお、新株予約権者が当社の取締役の地

位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同上）に変更することができる。

⑤　新株予約権者が死亡した場合、あらかじめ届け出た新株予約権者の相続人１名に限って、相続人におい

て３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

⑥　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。
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２．当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合において、組織再編を

実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に対して、当該組織再編に係る存続

会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができる。ただし、

当該契約書または計画書等において別段の定めがなされる場合はこの限りではない。

 

 

決議年月日 2012年６月22日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役（社外取締役を除く）８名

新株予約権の数（個）※ 72 [72]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 7,200 [7,200]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※
 自 2012年７月12日

 至 2042年７月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     1,998

資本組入額     999

新株予約権の行使の条件※ （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注２）

 ※ 当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載

しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．①　新株予約権１個の一部行使は認めない。

②　新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日を起算日

として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、2041年７月12日以降においては、

新株予約権を行使することができる。

③　当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部を行使することは

できない旨を決定することができる。

(イ）会社に重大な損害を与えた場合。

(ロ）相続開始時に、新株予約権者が後記④に基づいて届け出た相続人が死亡している場合。

(ハ）新株予約権者が書面により本件新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申出た場合。

④　新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予約権者の配偶者ま

たは一親等内の親族に限る）１名を届け出なければならない。なお、新株予約権者が当社の取締役の地

位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同上）に変更することができる。

⑤　新株予約権者が死亡した場合、あらかじめ届け出た新株予約権者の相続人１名に限って、相続人におい

て３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

⑥　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

２．当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合において、組織再編を

実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に対して、当該組織再編に係る存続

会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができる。ただし、

当該契約書または計画書等において別段の定めがなされる場合はこの限りではない。
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決議年月日 2013年６月21日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役（社外取締役を除く）７名

新株予約権の数（個）※ 59 [59]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 5,900 [5,900]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※
 自 2013年７月11日

 至 2043年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     2,422

資本組入額   1,211

新株予約権の行使の条件※ （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注２）

 ※ 当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載

しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．①　新株予約権１個の一部行使は認めない。

②　新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日を起算日

として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、2042年７月11日以降においては、

新株予約権を行使することができる。

③　当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部を行使することは

できない旨を決定することができる。

(イ）会社に重大な損害を与えた場合。

(ロ）相続開始時に、新株予約権者が後記④に基づいて届け出た相続人が死亡している場合。

(ハ）新株予約権者が書面により本件新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申出た場合。

④　新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予約権者の配偶者ま

たは一親等内の親族に限る）１名を届け出なければならない。なお、新株予約権者が当社の取締役の地

位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同上）に変更することができる。

⑤　新株予約権者が死亡した場合、あらかじめ届け出た新株予約権者の相続人１名に限って、相続人におい

て３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

⑥　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

２．当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合において、組織再編を

実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に対して、当該組織再編に係る存続

会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができる。ただし、

当該契約書または計画書等において別段の定めがなされる場合はこの限りではない。
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決議年月日 2014年６月27日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役（社外取締役を除く）９名

新株予約権の数（個）※ 64 [64]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 6,400 [6,400]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※
 自 2014年７月16日

 至 2044年７月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     2,507

資本組入額   1,253

新株予約権の行使の条件※ （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注２）

 ※ 当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載

しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．①　新株予約権１個の一部行使は認めない。

②　新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日を起算日

として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、2043年７月16日以降においては、

新株予約権を行使することができる。

③　当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部を行使することは

できない旨を決定することができる。

(イ）会社に重大な損害を与えた場合。

(ロ）相続開始時に、新株予約権者が後記④に基づいて届け出た相続人が死亡している場合。

(ハ）新株予約権者が書面により本件新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申出た場合。

④　新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予約権者の配偶者ま

たは一親等内の親族に限る）１名を届け出なければならない。なお、新株予約権者が当社の取締役の地

位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同上）に変更することができる。

⑤　新株予約権者が死亡した場合、あらかじめ届け出た新株予約権者の相続人１名に限って、相続人におい

て３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

⑥　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

２．当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合において、組織再編を

実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に対して、当該組織再編に係る存続

会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができる。ただし、

当該契約書または計画書等において別段の定めがなされる場合はこの限りではない。
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決議年月日 2015年６月25日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役（社外取締役を除く）７名

新株予約権の数（個）※ 67 [67]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 6,700 [6,700]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※
 自 2015年７月15日

 至 2045年７月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     2,656

資本組入額   1,328

新株予約権の行使の条件※ （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注２）

 ※ 当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載

しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．①　新株予約権１個の一部行使は認めない。

②　新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日を起算日

として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、2044年７月15日以降においては、

新株予約権を行使することができる。

③　当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部を行使することは

できない旨を決定することができる。

(イ）会社に重大な損害を与えた場合。

(ロ）相続開始時に、新株予約権者が後記④に基づいて届け出た相続人が死亡している場合。

(ハ）新株予約権者が書面により本件新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申出た場合。

④　新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予約権者の配偶者ま

たは一親等内の親族に限る）１名を届け出なければならない。なお、新株予約権者が当社の取締役の地

位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同上）に変更することができる。

⑤　新株予約権者が死亡した場合、あらかじめ届け出た新株予約権者の相続人１名に限って、相続人におい

て３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

⑥　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

２．当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合において、組織再編を

実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に対して、当該組織再編に係る存続

会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができる。ただし、

当該契約書または計画書等において別段の定めがなされる場合はこの限りではない。
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決議年月日 2016年６月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役（社外取締役を除く）７名

新株予約権の数（個）※ 75 [75]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 7,500 [7,500]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※
 自 2016年７月13日

 至 2046年７月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     2,563

資本組入額   1,282

新株予約権の行使の条件※ （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注２）

 ※ 当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載

しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．①　新株予約権１個の一部行使は認めない。

②　新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日を起算日

として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、2045年７月13日以降においては、

新株予約権を行使することができる。

③　当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部を行使することは

できない旨を決定することができる。

(イ）会社に重大な損害を与えた場合。

(ロ）相続開始時に、新株予約権者が後記④に基づいて届け出た相続人が死亡している場合。

(ハ）新株予約権者が書面により本件新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申出た場合。

④　新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予約権者の配偶者ま

たは一親等内の親族に限る）１名を届け出なければならない。なお、新株予約権者が当社の取締役の地

位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同上）に変更することができる。

⑤　新株予約権者が死亡した場合、あらかじめ届け出た新株予約権者の相続人１名に限って、相続人におい

て３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

⑥　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

２．当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合において、組織再編を

実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に対して、当該組織再編に係る存続

会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができる。ただし、

当該契約書または計画書等において別段の定めがなされる場合はこの限りではない。
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決議年月日 2017年６月23日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役（社外取締役を除く）６名

新株予約権の数（個）※ 92 [92]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 9,200 [9,200]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※
 自 2017年７月12日

 至 2047年７月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格     2,807

資本組入額   1,404

新株予約権の行使の条件※ （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注２）

 ※ 当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載

しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．①　新株予約権１個の一部行使は認めない。

②　新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日を起算日

として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、2046年７月12日以降においては、

新株予約権を行使することができる。

③　当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部を行使することは

できない旨を決定することができる。

(イ）会社に重大な損害を与えた場合。

(ロ）相続開始時に、新株予約権者が後記④に基づいて届け出た相続人が死亡している場合。

(ハ）新株予約権者が書面により本件新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申出た場合。

④　新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予約権者の配偶者ま

たは一親等内の親族に限る）１名を届け出なければならない。なお、新株予約権者が当社の取締役の地

位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同上）に変更することができる。

⑤　新株予約権者が死亡した場合、あらかじめ届け出た新株予約権者の相続人１名に限って、相続人におい

て３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

⑥　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

２．当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合において、組織再編を

実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に対して、当該組織再編に係る存続

会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができる。ただし、

当該契約書または計画書等において別段の定めがなされる場合はこの限りではない。
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決議年月日 2018年６月22日

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役（社外取締役を除く）６名

新株予約権の数（個）※ 93 [93]

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 9,300 [9,300]

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1

新株予約権の行使期間※
 自 2018年７月11日

 至 2048年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※
未定

新株予約権の行使の条件※ （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要

する。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注２）

 ※ 当事業年度の末日（2018年３月31日）における内容を記載しております。当事業年度の末日から提出日の前月末

現在（2018年５月31日）にかけて変更された事項については、提出日の前月末現在における内容を[　]内に記載

しており、その他の事項については当事業年度の末日における内容から変更はありません。

（注）１．①　新株予約権１個の一部行使は認めない。

②　新株予約権者は、行使可能期間内であることに加え、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日を起算日

として10日が経過するまでの間に限り、新株予約権を行使することができる。

ただし、新株予約権者が当社の取締役の地位にある場合においても、2047年７月11日以降においては、

新株予約権を行使することができる。

③　当社は、新株予約権者が次の各号の一に該当した場合、新株予約権の全部または一部を行使することは

できない旨を決定することができる。

(イ）会社に重大な損害を与えた場合。

(ロ）相続開始時に、新株予約権者が後記④に基づいて届け出た相続人が死亡している場合。

(ハ）新株予約権者が書面により本件新株予約権の全部または一部を放棄する旨を申出た場合。

④　新株予約権者は、当社に対し、相続開始前にあらかじめ相続人（ただし、当該新株予約権者の配偶者ま

たは一親等内の親族に限る）１名を届け出なければならない。なお、新株予約権者が当社の取締役の地

位にある場合には、届け出た相続人を他の相続人（同上）に変更することができる。

⑤　新株予約権者が死亡した場合、あらかじめ届け出た新株予約権者の相続人１名に限って、相続人におい

て３ヶ月以内に新株予約権を行使することができる。

⑥　その他の行使の条件については、取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株

予約権割当契約」に定めるところによる。

２．当社は、当社を消滅会社、分割会社もしくは資本下位会社とする組織再編を行う場合において、組織再編を

実施する際に定める契約書または計画書等の規定に従い、新株予約権者に対して、当該組織再編に係る存続

会社、分割承継会社もしくは資本上位会社となる株式会社の新株予約権を交付することができる。ただし、

当該契約書または計画書等において別段の定めがなされる場合はこの限りではない。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2006年４月１日

（注）
－ 54,409,168 － 18,802 947 29,855

　（注）当社の連結子会社であった株式会社キッコリーを吸収合併したことによるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

2018年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 49 23 182 230 2 7,419 7,905 －

所有株式数

（単元）
－ 123,991 4,301 161,768 109,365 3 144,239 543,667 42,468

所有株式数の

割合（％）
－ 22.8 0.8 29.8 20.1 0.0 26.5 100.0 －

　（注）１．自己株式3,756,596株は「個人その他」に37,565単元及び「単元未満株式の状況」に96株を含めて記載して

おります。

２．上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、63単元及び

52株含まれております。
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（６）【大株主の状況】
 

  2018年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社米利 新潟県三条市興野２丁目19番38号 13,734 27.1

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,804 5.5

捧　賢一 新潟県三条市 2,776 5.4

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口９）
東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,150 4.2

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信

託　みずほ銀行口　再信託受託者　資

産管理サービス信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番12号 1,500 2.9

GOVERNMENT OF NORWAY

（常任代理人　シティバンク、エヌ・

エイ東京支店）

BANKPLASSEN 2, 0107 OSLO 1 OSLO

0107 NO

（東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

1,405 2.7

株式会社第四銀行

（常任代理人 日本マスタートラスト信

託銀行㈱）

新潟県新潟市中央区東堀前通七番町

1071番地１

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）

1,325 2.6

有限会社ささげ
新潟県新潟市中央区鐙西１丁目７番５

号
1,300 2.5

捧　欽二 新潟県新潟市中央区 1,102 2.1

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,045 2.0

計 － 29,146 57.5

　（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

（信託口９）、みずほ信託銀行株式会社退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託銀行

株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）のうち、信託業務に係る株式数は、それぞれ

2,804千株、2,150千株、1,500千株、1,045千株であります。

２．2018年４月３日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、イーストスプリン

グ・インベストメンツ（シンガポール）リミテッドが2018年３月30日現在で以下のとおり株式を保有してい

る旨が記載されているものの、当社として当事業年度末日現在における実質所有株式数の確認ができません

ので、上記大株主の状況には含めておりません。

名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

株券等保有割合
（％）

イーストスプリング・インベス

トメンツ（シンガポール）リミ

テッド

シンガポール共和国マリーナ・

ブルバード１０、＃32-10、マ

リーナ・ベイ・フィナンシャル

センター・タワー２

株式　2,161 3.9
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2018年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 3,756,500 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 50,610,200 506,102 －

単元未満株式 普通株式    42,468 － －

発行済株式総数 54,409,168 － －

総株主の議決権 － 506,102 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,300含まれておりま

す。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の議決権の数63個が含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が52株、当社保有の自己株式が96株含ま

れております。

②【自己株式等】

2018年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社コメリ
新潟市南区清水

４５０１番地１
3,756,500 － 3,756,500 6.9

計 － 3,756,500 － 3,756,500 6.9
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 692 2,177,481

当期間における取得自己株式 114 324,802

（注）当期間における取得自己株式には、2018年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取

得自己株式
－ － － －

その他

（注）１
9,500 23,077,729 30 92,100

保有自己株式数 3,756,596 － 3,756,680 －

（注）１．当事業年度の内訳は、新株予約権の権利行使（株式数9,500株、処分価額の総額23,077,729円）であります。

２．当期間における処理自己株式数には、2018年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡による株式は含まれておりません。

３．当期間における保有自己株式数には、2018年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

増し請求による売渡株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

当社は、企業価値の向上による株主利益の増大を最重要課題として位置付けております。利益配分につきまして

は、経営基盤や財務体質の強化を図りつつ、安定的な配当の継続的実施を目指しております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、取締役会であります。

　当事業年度の配当につきましては、上記方針に基づき当期は１株当たり39円（うち、中間配当 19円）の配当を実

施することを決定いたしました。

　内部留保資金は、新規出店、既存店舗の増床・改装や物流システムを核としたＢＰＲに充当し、企業価値の向上を

図ってまいります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

2017年10月31日

取締役会決議
962 19

2018年５月15日

取締役会決議
1,013 20

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月 2018年３月

最高（円） 3,200 3,105 3,155 2,915 3,435

最低（円） 2,268 2,233 2,082 2,113 2,620

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 2017年10月 11月 12月 2018年１月 ２月 ３月

最高（円） 3,435 3,305 3,315 3,410 3,190 3,090

最低（円） 3,225 3,035 3,165 3,085 2,949 2,753

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性　11名　女性　－名　（役員のうち女性の比率　－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長

最高経営責任者

（ＣＥＯ）兼

最高執行責任者

（ＣＯＯ）

捧　雄一郎 1956年５月20日生

1988年４月 当社入社

1992年６月 当社取締役就任

1996年３月 当社常務取締役就任

1997年６月 当社専務取締役就任

2002年６月 当社取締役副社長就任

2003年５月 北星産業㈱代表取締役社長就任

（現任）

2003年５月 ㈱ビット・エイ代表取締役社長就

任（現任）

2003年６月 当社代表取締役社長・ＣＯＯ就任

（現任）

2007年５月 ㈱ムービータイム代表取締役社長

就任

2007年５月 ㈱コメリキャピタル代表取締役社

長就任（現任）

2014年３月 ㈱ムービータイム代表取締役会長

就任（現任）

2014年５月 ㈱ライフコメリ代表取締役副会長

就任

2014年６月 当社ＣＥＯ就任（現任）

2015年５月 ㈱ライフコメリ代表取締役会長就

任（現任）

（注）３ 704

常務取締役

常務執行役員

リフォーム部ゼ

ネラルマネ

ジャー

石澤　　登 1958年１月５日生

1980年３月 当社入社

2001年５月 当社業務改革推進室室長

2003年６月 当社執行役員・業務改革推進室ゼ

ネラルマネジャー

2007年６月 当社取締役就任

2008年７月 当社人事部ゼネラルマネジャー

2015年６月 当社常務取締役常務執行役員就任

（現任）

2018年１月 当社リフォーム部ゼネラルマネ

ジャー（現任）

（注）３ 10

常務取締役

常務執行役員

オペレーション

担当兼海外事業

統括兼アテーナ

フォーマット商

品担当ゼネラル

マネジャー兼コ

ンプライアンス

担当

田邊　　正 1958年９月１日生

1981年３月 当社入社

2002年３月 当社建設リフォーム部長

2003年12月 当社商品部ゼネラルマネジャー

2005年５月 当社ＳＣＭ部ゼネラルマネジャー

2005年９月 当社新潟地区本部ゾーンマネ

ジャー

2005年11月 当社国際室ゼネラルマネジャー

2009年４月 当社インテリア商品部ゼネラルマ

ネジャー

2009年６月 当社執行役員

2010年１月 当社商品本部長兼国際室ゼネラル

マネジャー

2012年６月 当社取締役就任

2014年３月 当社商品担当兼パワー事業部ゼネ

ラルマネジャー兼アテーナ担当

2017年４月 当社オペレーション担当兼アテー

ナフォーマット商品担当ゼネラル

マネジャー兼コンプライアンス担

当

2018年５月 当社常務取締役常務執行役員オペ

レーション担当兼海外事業統括兼

アテーナフォーマット商品担当ゼ

ネラルマネジャー兼コンプライア

ンス担当（現任）

（注）３ 6
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  松田　修一 1943年10月１日生

1986年４月 早稲田大学システム科学研究所

助教授

1991年４月 早稲田大学システム科学研究所

教授

1997年４月 早稲田大学大学院アジア太平洋研

究科ＭＢＡ担当教授

2000年６月 当社取締役就任（現任）

2007年４月 早稲田大学大学院商学研究科ＭＯ

Ｔ担当教授

2012年４月 早稲田大学名誉教授（現任）

（注）３ 4

取締役  木内　政雄 1944年７月25日生

1968年４月 ㈱西友ストア（現合同会社西友）

入社

1993年３月 ㈱良品計画代表取締役社長就任

1997年８月 同社取締役会長就任

㈱西友（現合同会社西友）代表取

締役副社長就任

2001年２月 同社代表取締役社長就任

2003年５月 同社取締役兼代表執行役ＣＥＯ就

任

2007年７月 ㈱Ｕ.Ｐ.ｎ.Ｐ.代表取締役就任

（現任）

2011年６月 当社監査役就任

2015年６月 当社取締役就任（現任）

（注）３ －

取締役

執行役員

経営企画室ゼネ

ラルマネジャー

兼関係会社統括

室ゼネラルマネ

ジャー兼広報担

当

早川　　博 1963年８月22日生

1985年８月 当社入社

2006年４月 当社秘書室ゼネラルマネジャー

2011年１月 当社執行役員（現任）

2012年６月 当社取締役就任（現任）

2013年６月 当社関係会社統括室ゼネラルマネ

ジャー

2014年３月 当社経営企画室ゼネラルマネ

ジャー兼会長付広報担当

2015年６月 当社名誉会長付広報担当

2018年５月 当社経営企画室ゼネラルマネ

ジャー兼関係会社統括室ゼネラル

マネジャー兼広報担当（現任）

（注）３ 8

取締役

執行役員

新事業推進室ゼ

ネラルマネ

ジャー兼ドット

コム事業部ゼネ

ラルマネジャー

兼チェーンスト

ア・オペレー

ションシステム

改革推進部担当

兼情報セキュリ

ティ担当

鈴木　勝志 1964年６月23日生

1988年３月 当社入社

2002年４月 当社ドットコム事業部ゼネラルマ

ネジャー

2012年６月 当社執行役員新事業推進室ゼネラ

ルマネジャー兼ドットコム事業部

ゼネラルマネジャー（現任）

2014年３月 当社オペレーションサポート担当

2014年６月 当社取締役就任（現任）

2015年４月 当社チェーンストア・オペレー

ションシステム改革推進部担当

（現任）

2016年２月 当社情報セキュリティ担当（現

任）

（注）３ 1

取締役

執行役員

店舗企画部ゼネ

ラルマネジャー

保坂　直志 1969年２月28日生

1994年３月 当社入社

2009年４月 当社店舗企画部ゼネラルマネ

ジャー（現任）

2012年６月 当社執行役員（現任）

2014年６月 当社取締役就任（現任）

（注）３ 2
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  住吉 正二郎 1947年12月４日生

1976年８月 ㈱ケーヨー入社

1992年５月 同社取締役就任

1996年５月 同社常務取締役就任

2002年２月 同社退社

2002年６月 当社入社

当社取締役就任店舗企画部ゼネラ

ルマネジャー

2003年６月 当社取締役退任

当社執行役員・福島地区本部ゾー

ンマネジャー

2009年６月 当社取締役就任・商品本部長

2010年１月 新潟地区本部ゾーンマネジャー兼

品質管理室ゼネラルマネジャー兼

お客様相談室ゼネラルマネジャー

2012年６月 当社常勤監査役就任（現任）

（注）４ 7

監査役  藤田　善六 1948年４月12日生

1980年４月 弁護士登録

1985年６月 藤田善六法律事務所開設

1990年４月 新潟県弁護士会副会長

2000年６月 当社監査役就任（現任）

2003年４月 新潟県弁護士会副会長

2007年４月 新潟県弁護士会会長

2011年４月 日本弁護士連合会副会長

2015年４月 関東弁護士会連合会理事長

（注）４ 3

監査役  田久保 武志 1957年３月14日生

1984年８月 公認会計士登録

1984年８月 田久保公認会計士事務所開設

2010年６月 当社監査役就任（現任）
（注）４ －

計 750

　（注）１．取締役松田修一及び木内政雄は、社外取締役であります。

２．監査役藤田善六及び田久保武志は、社外監査役であります。

３．2018年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2015年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．当社では、経営の意思決定と業務執行を分離し、業務遂行責任の明確化と組織の活性化を図るため、「執行

役員制」を導入しております。取締役を兼務していない執行役員は、以下の６名であります。

役　職　名 氏　名

開発建設担当 山田　克郎

アグリ事業部ゼネラルマネジャー 佐藤　智和

パワーフォーマット商品担当ゼネラルマネジャー

兼資材プロジェクトリーダー
諏佐　幸夫

商品担当 長谷部　邦俊

人事部ゼネラルマネジャー 森　　茂行

開発第一部ゼネラルマネジャー 佐藤　　泰
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

※ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、「企業は公器である」との基本理念に基づき、当社とご縁のある全てのステークホルダーに対して

責任ある経営を実現し、長期的な企業価値の拡大を図るために努力しております。そして、上場企業としての

立場からは、株主の権利と利益を守るための健全な経営と、それを裏付ける経営監視機能及び適時適切な情報

開示が最重要課題の一つであると認識しております。

① 企業統治の体制

(イ）企業統治の体制の概要

　本書提出日現在当社は、取締役会・監査役会を設置し、社外取締役２名、社外監査役２名を選任してお

ります。

ａ．取締役会

・取締役会は取締役８名（うち社外取締役２名）で構成され、経営上の最高意思決定機関として、法令及

び定款に定められた事項、並びに重要な政策に関する事項を決議し、業務執行状況を監督しておりま

す。原則として月１回、定期的に開催されます。

・経営の意思決定と業務執行を分離し、業務遂行責任の明確化と組織の活性化を図るため、執行役員制度

を2003年６月から採用しております。

・取締役の経営責任を明確化し、経営環境の急激な変化に、より迅速に対応できる経営体制を構築するた

め、2013年６月21日の定時株主総会において、取締役の任期１年化を決議しております。

・2014年３月より更なる組織運営の効率化を図ることを目的として、取締役及び執行役員の受け持つ職能

について担当制を採用するとともに、2014年６月より代表取締役を２名から１名とし、より機動的な経

営判断の実施及び経営体制並びにコーポレート・ガバナンスの強化を目指しております。

・2015年６月25日開催の定時株主総会において、社外取締役１名増員し、社外取締役２名体制といたして

おります。

ｂ．常勤役員会

　常勤の取締役・監査役及び執行役員をもって構成し、日常の業務に関して意思決定を行っております。

原則として月１回、定期的に開催されます。

ｃ．監査役会

　当社は、監査役制度を採用しております。監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成さ

れ、監査役会規程に基づき、法令及び定款に従い監査役の監査方針を定めると共に、各監査役の報告に基

づき監査報告書を作成しております。

ｄ．内部統制委員会

　内部統制委員会は、当社の主要各部及び連結子会社より選任された各委員が中核となり、金融商品取引

法に定められた「内部統制報告制度」に対する社内体制の整備・運用と有効性の判断を行い、経営者に報

告を行っております。

ｅ．コンプライアンス委員会

　当社は、誠実かつ公正な企業活動を実践するために、コンプライアンス委員会を設置し、原則として月

１回、定例会を実施しております。その活動内容は、社内の重要な会議で、年２回、定期的に報告等して

おります。
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当社のコーポレート・ガバナンス体制（2018年６月22日現在）の模式図は以下のとおりであります。

(ロ）企業統治体制を採用する理由

　当社は、「執行役員制度」「取締役の任期１年」「取締役及び執行役員の担当制」を採用し、独立性が

高い社外取締役２名、社外監査役２名を株主総会で選任しております。その結果、業務執行機能が分離さ

れた取締役会は、少数の取締役での運営となり、戦略的意思決定とコンプライアンスの強化が図れるとと

もに、経営環境の急激な変化に対応できる体制が構築されていると判断するため、現在の体制を採用して

おります。

(ハ）内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役会において以下のとおり「内部統制システム構築の基本方針」を決議しております。

ａ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　「コメリグループ行動指針」に基づく公正かつ適法な事業活動を行うため、コンプライアンス担当役員

は、「コンプライアンス規程」に基づき、定期的にコンプライアンス委員会を開催し、全社的なコンプラ

イアンスの徹底を図る。コンプライアンスに関する問題の早期発見、是正等を目的として、当社グループ

従業員が利用できる「ヘルプライン」（内部通報制度）を設置する。内部監査機能としては、「監査室」

が各部門の業務遂行状況の監査を定期的に実施し、業務改善の助言を行う。

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　法令及び「文書管理規程」「情報管理規程」等の社内規程に基づき、適切かつ検索性の高い状態で管

理・保存する。企業情報の開示については、開示を担当する部署が社内情報を網羅的に収集し、適時に正

確な情報を開示する。
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ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　事業上のリスクに関する情報を収集し適正に分析・評価した上で、中長期的な企業価値を向上させ、収

益性及び効率性の最大化を目指すために、全社的なリスク管理体制の整備・構築・運用を行う。また、事

業の継続に影響を与えるような重大な障害、事件・事故、災害等が発生した場合は、損害を最小限に抑え

るため施策を講じる。

ｄ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　「職制及び業務分掌規程」「職務権限規程」等により、取締役及び執行役員等の決裁権限及び責任の範

囲を定め、業務執行の効率化と意思決定の迅速化を図る。

ｅ．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　「コメリグループ行動指針」に基づき、子会社が公正かつ適法な事業活動を行うため、コンプライアン

ス担当役員は、当社グループ全体のコンプライアンスを統括し、当社グループ全体のコンプライアンスの

徹底を図る。また、子会社の業務全般について管理を行うため、「関係会社管理規程」に基づき、子会社

担当の責任者を置き、子会社のリスク管理を含めた業務全般について、必要な管理・指導体制を整備す

る。

ｆ．反社会的勢力排除に向けた考え方

　当社グループは、社会の秩序や市民生活の安全に脅威を与える反社会的勢力、組織または団体とは関わ

りを持たず、これらの圧力に対しては断固として対決し、これを排除する。

ｇ．財務報告の信頼性を確保するための体制

　財務報告の信頼性を確保するため、関係法令等に従い、財務報告に係る内部統制の整備及び運用を行

う。

ｈ．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制

　監査役の職務を補助するため、使用人を置くことを監査役が求めたときは社内にて必要な体制を整備す

る。

ｉ．前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　上記ｈ．の使用人の取締役からの独立性を確保するため、同使用人の任命及び評価等は、監査役会と協

議して行う。

ｊ．監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　監査役の職務遂行上必要な場合、上記ｈ．の使用人が、取締役から独立して業務を行い、当社グループ

の取締役及び使用人がそれに協力する体制を整備する。

ｋ．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

　監査役が当社グループの取締役及び使用人に対し報告することを求めたときは、速やかに適切な報告を

行うための体制を整備する。また、監査役に報告を行った者が、当該報告をしたことを理由として不利益

な取り扱いを受けない体制を整備する。

ｌ．監査役の職務の執行について生ずる費用等の処理に係る方針に関する事項

　監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当

部署において審議のうえ、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認めら

れた場合を除き、当該費用又は債務の処理を行う。

ｍ．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、取締役会をはじめとする重要会議への出席、取締役及び使用人からの職務の執行状況の聴

取、重要な決裁書類等の閲覧等を通じ、取締役会の意思決定の過程、並びに取締役及び使用人の職務の執

行について監査の実効性の確保を図る。

　代表取締役は、監査役と定期的に会合を開催し、監査役が意見又は情報交換等を行うことができる体制

をとる。

(ニ）リスク管理体制の整備の状況

　当社は、コンプライアンスの実践が経営の最重要課題の一つであることから、以下の取り組みにより、

法令及び関連諸規程の遵守徹底を図っております。

ａ．2004年11月、「戦略法務室」を設置し、コンプライアンスに対する監視機能を強化いたしました。

ｂ．2004年12月、法令及び企業倫理遵守の社内体制充実を目的に、コンプライアンス担当役員を任命いたし

ました。

ｃ．2005年４月、当社役員及び従業員が遵守すべき行動指針を制定いたしました。

ｄ．2005年６月、組織横断型のコンプライアンス委員会を設置いたしました。

ｅ．2005年10月、グループ会社役員及び従業員を対象とした、法律や行動指針に関する相談窓口「ヘルプラ

イン」を設置し、コンプライアンス体制の強化を図っております。

ｆ．2006年４月、「戦略法務室」を発展的に解消し、同５月「法務室」を設置しコンプライアンスの推進、

新会社法の対応等にいっそう注力しております。

ｇ．2007年１月、内部統制報告書作成へ向けて、内部統制構築委員会を設置いたしました。
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ｈ．2008年８月、内部統制構築委員会を内部統制委員会と改め、「内部統制報告制度」に対する社内体制の

整備と有効性の判断を行い、経営者に対し報告を行っております。

(ホ）子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

　子会社の管理につきましては、子会社を統括する担当取締役を置き、また、関係会社管理規程に基づ

き、各子会社から報告を受ける体制を整えております。監査室は、当社及び子会社の業務遂行状況の業務

監査を定期的に実施し、業務改善の助言を行っております。

(ヘ）責任限定契約の内容の概要

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く）及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠

償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められるの

は、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大な過失がな

い等法令に定める要件に該当するときに限られます。

 

② 当社の内部監査及び監査役監査の状況

監査役は、会計監査人と定期的に会合を開催し、監査の実効を高めるよう努めております。また内部監査機

能として５名の従業員で構成される「監査室」が、各部門の業務遂行状況の監査を定期的に実施し、業務改善

の助言を行っております。監査役は「監査室」と必要に応じて会合を開催し、「監査室」は必要に応じ監査役

に対し報告を行っております。

監査役会は、会計監査人から決算監査を実施した後、会計監査についての監査報告を受けております。

監査役は、取締役会をはじめとする重要会議への出席、取締役からの業務執行状況の聴取、重要な決裁書類

等の閲覧を通じ、取締役会の意思決定の過程、及び取締役の業務執行について監督し、監査しております。ま

た、常勤監査役が内部統制委員会に出席することにより、監査役、財務報告に係る内部統制の内部監査及び会

計監査と監査役監査との緊密な連携を図っております。

 

③ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属及び監査業務に係る補助者の構成は、以下のとおり

であります。なお、継続監査年数につきましては、筆頭業務執行社員１名は５年以内、業務執行社員１名は７

年以内であるため、記載を省略しております。

所属する監査法人名　有限責任監査法人トーマツ

公認会計士の氏名等　指定有限責任社員　業務執行社員　　若松　大輔

指定有限責任社員　業務執行社員　　安藤　　武

会計監査業務に係る補助者の構成　公認会計士　　５名

会計士補等　　３名

その他　　　　２名

 

④ 社外取締役及び社外監査役

当社では、株式公開以前より採用している社外監査役制度に加えて、社外取締役の経営参加も図り、公正・

透明な経営を推進しております。

現在は、社外取締役２名と社外監査役２名が、独立的な立場で、弁護士・企業経営者・公認会計士等の専門

知識と共に、幅広い視野と豊かな経験に基づいて、経営上の監督機能を果たしております。

当社は、現時点で社外取締役及び社外監査役の専従のスタッフは置いておりませんが、内部統制担当の社員

及び経理部・監査室・法務室所属の社員が社外取締役及び社外監査役の業務を補佐し、業務監査及び会計監査

と連携できる体制を確立しております。

(イ）社外取締役

　社外取締役　松田修一氏は、長きにわたる大学教授としての専門知識と、幅広い視野及び他社における

社外役員としての豊かな経験を活かして、当社の経営上の監督等に十分な役割を果たしていただけるとの

判断から選任しております。

　社外取締役　木内政雄氏は、現在、株式会社Ｕ．Ｐ．ｎ．Ｐ代表取締役を務めており、企業経営者とし

ての幅広い視野と豊かな経験を当社の経営に活かしていただけるとの判断から選任しております。当社

は、株式会社Ｕ．Ｐ．ｎ．Ｐとは特別の関係はありません。

　社外取締役の当社株式の保有状況については、「５ 役員の状況」の「所有株式数」欄に記載のとおりで

あります。
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(ロ）社外監査役

　社外監査役　藤田善六氏は、弁護士としての法的な専門知識と経験を当社の監査に反映していただける

との判断から選任しております。

　社外監査役　田久保武志氏は、公認会計士としての豊富な実務経験に基づく財務及び会計に関する幅広

い見識を当社の監査に反映していただけるとの判断から選任しております。

　社外取締役の当社株式の保有状況については、「５ 役員の状況」の「所有株式数」欄に記載のとおり

であります。

(ハ）社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準又は方針の内容

　当社は、社外取締役及び社外監査役については、直近３年間において、連結売上高の２％を超えない取

引先の出身者、または個人においては取引額が1,000万円を超えない方であって、財務・会計・法律・経

営等の専門的な知見や企業経営等の経験を有している、一般株主と利益相反が生じる恐れのない方を選任

することとしております。

 

⑤ 役員報酬等

(イ）役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）基本報酬
ストックオプ

ション
賞与

取締役

（社外取締役を除く）
131 89 25 16 7

監査役

（社外監査役を除く）
15 15 － － 1

社外役員 25 25 － － 4

 

(ロ）役員ごとの連結報酬等の総額等

　連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

(ハ）使用人兼務役員の使用人分の給与のうち重要なもの

総額（百万円） 対象となる役員の員数（人） 内容

37 ４ 給与及び賞与

 

(ニ）役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役及び監査役の報酬体系は、中長期的な企業価値を向上させ、収益性及び効率性の最大化を目指す

とともに、更なるコーポレート・ガバナンスの向上を担う優秀な人材を確保することを目的としたものと

しております。

　なお、退職慰労金制度は、2010年６月29日開催の第49回定時株主総会の終結の時をもって廃止しており

ます。

ａ．取締役

ⅰ　報酬体系

　取締役の報酬は、月額報酬と業績連動報酬（株式報酬型ストック・オプション及び賞与）を基本と

し、使用人兼務取締役の使用人分としての給与は含まないものとしております。

　独立性が求められる社外取締役の報酬につきましては、月額報酬のみとしております。

ⅱ　報酬枠

・月額報酬及び賞与

年額４億円以内（使用人兼務取締役の使用人分としての給与は含まない）

・株式報酬型ストック・オプション

年額１億5,000万円以内（1,500個を上限）

ⅲ　報酬の決定方法

　基本報酬及び賞与につきましては、各取締役（社外取締役を除く）の「課題の達成度」や「業績貢献

度」等を勘案し、当社が定めた一定の評価基準に基づき、取締役会の決議により決定しています。ま

た、株式報酬型ストック・オプションにつきましては、株式報酬型ストック・オプション規程に基づき

取締役会の決議により決定します。
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ｂ．監査役

ⅰ　報酬体系

　経営に対する独立性を確保するため、月額報酬のみとしております。

ⅱ　報酬枠

年額6,000万円以内

ⅲ　報酬の決定方法

　監査役の協議により決定します。

 

⑥　株式の保有状況

(イ）投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　28銘柄　525百万円

 

(ロ）保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有

目的

前事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

ＤＣＭホールディングス㈱ 173,486 178
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

㈱第四銀行 308,880 136 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱みずほフィナンシャルグループ 151,229 30 取引に関連する企業の情報収集

㈱ケーヨー 53,634 30
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

㈱コロナ 22,990 26 新潟県に所在する企業の情報収集

アクシアル リテイリング㈱ 4,567 19 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱ジュンテンドー 13,657 7
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

アークランドサカモト㈱ 4,948 6
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

大正製薬ホールディングス㈱ 600 5 取引に関連する企業の情報収集

日本精機㈱ 2,178 5 新潟県に所在する企業の情報収集

岩塚製菓㈱ 1,100 4 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱オークワ 3,864 4
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 968 4
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

新潟交通㈱ 12,000 2 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱新潟放送 3,000 2 新潟県に所在する企業の情報収集

日本アジア投資㈱ 5,000 2 取引に関連する企業の情報収集

ダイニチ工業㈱ 2,246 1 新潟県に所在する企業の情報収集

第一生命ホールディングス㈱ 800 1 取引に関連する企業の情報収集

フィデアホールディングス㈱ 1,905 0 取引に関連する企業の情報収集

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 463 0 取引に関連する企業の情報収集
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当事業年度

特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

ＤＣＭホールディングス㈱ 173,486 187
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

㈱第四銀行 30,888 145 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱ケーヨー 53,634 29
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

㈱コロナ 22,990 29 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱みずほフィナンシャルグループ 151,229 28 取引に関連する企業の情報収集

アクシアル リテイリング㈱ 4,567 18 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱ジュンテンドー 13,657 10
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

アークランドサカモト㈱ 4,948 8
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

大正製薬ホールディングス㈱ 600 6 取引に関連する企業の情報収集

岩塚製菓㈱ 1,100 5 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 968 4
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

㈱オークワ 3,864 4
当社が属する業界及び同業他社の

情報収集

日本精機㈱ 2,178 4 新潟県に所在する企業の情報収集

㈱新潟放送 3,000 2 新潟県に所在する企業の情報収集

新潟交通㈱ 1,200 2 新潟県に所在する企業の情報収集

ダイニチ工業㈱ 2,246 1 新潟県に所在する企業の情報収集

日本アジア投資㈱ 5,000 1 取引に関連する企業の情報収集

第一生命ホールディングス㈱ 800 1 取引に関連する企業の情報収集

フィデアホールディングス㈱ 1,905 0 取引に関連する企業の情報収集

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 463 0 取引に関連する企業の情報収集

 

(ハ）保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並

びに当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

 

⑦ 取締役の定数

　当社の取締役は、10名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨を定款に定め

ております。
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⑨ 株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項及びその理由

(イ）剰余金の配当等の決定機関

　当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場

合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余

金の配当等を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするもの

であります。

(ロ）取締役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる取締役（取締役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款

に定めております。これは、職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるようにするためで

あります。

(ハ）監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、任務を怠ったことによる監査役（監査役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款

に定めております。これは、職務の遂行にあたって期待される役割を十分に発揮できるようにするためで

あります。

 

⑩ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる

株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定め

ております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行

うためであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 42 － 42 －

連結子会社 － － － －

計 42 － 42 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の事業規模の観点から、合理的監査日程を勘案した上定めております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2017年４月１日から2018年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2017年４月１日から2018年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツにより監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法

人財務会計基準機構へ加入しております。

　また、会計基準に対する理解を深めるため、外部の団体等が行う研修に積極的に参加し、社内のマニュアル策定に

努めております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当連結会計年度
(2018年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,858 7,124

受取手形及び売掛金 14,443 ※４ 16,078

商品及び製品 106,243 107,941

原材料及び貯蔵品 184 264

前払費用 1,775 1,532

繰延税金資産 1,173 1,167

その他 4,738 4,373

貸倒引当金 △225 △242

流動資産合計 136,192 138,240

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 207,554 222,917

減価償却累計額 △105,733 △111,567

建物及び構築物（純額） ※２ 101,821 ※２ 111,349

機械装置及び運搬具 13,595 13,798

減価償却累計額 △10,039 △10,626

機械装置及び運搬具（純額） 3,555 3,172

土地 ※２ 28,998 ※２ 31,077

リース資産 10,181 9,813

減価償却累計額 △6,030 △5,699

リース資産（純額） 4,151 4,113

建設仮勘定 3,716 3,446

その他 13,218 13,838

減価償却累計額 △11,395 △11,958

その他（純額） 1,823 1,879

有形固定資産合計 144,066 155,038

無形固定資産   

借地権 4,911 5,170

その他 2,520 2,443

無形固定資産合計 7,432 7,613

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 1,442 ※１ 2,092

長期前払費用 1,007 1,097

繰延税金資産 6,578 6,651

敷金及び保証金 9,255 8,505

その他 ※１ 586 ※１ 531

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 18,871 18,878

固定資産合計 170,369 181,531

資産合計 306,562 319,771
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2017年３月31日)

当連結会計年度
(2018年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 28,325 ※４ 27,026

電子記録債務 22,383 23,403

短期借入金 ※２ 7,200 ※２ 200

1年内返済予定の長期借入金 4,480 17,169

未払金 6,355 9,594

未払費用 239 308

リース債務 1,618 1,604

未払法人税等 3,223 3,589

未払消費税等 858 998

賞与引当金 1,663 1,573

役員賞与引当金 18 19

役員退職慰労引当金 53 －

店舗閉鎖損失引当金 74 44

ポイント引当金 581 656

災害損失引当金 1 9

設備関係支払手形 1,929 ※４ 2,883

その他 3,083 3,448

流動負債合計 82,091 92,530

固定負債   

長期借入金 47,648 39,479

リース債務 3,333 3,205

繰延税金負債 76 215

役員退職慰労引当金 124 124

退職給付に係る負債 10,265 10,950

長期預り保証金 1,706 1,691

資産除去債務 5,710 6,286

その他 363 328

固定負債合計 69,229 62,283

負債合計 151,321 154,813

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,802 18,802

資本剰余金 25,260 25,260

利益剰余金 120,919 129,901

自己株式 △9,147 △9,126

株主資本合計 155,835 164,838

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 162 586

繰延ヘッジ損益 △53 △9

退職給付に係る調整累計額 △823 △580

その他の包括利益累計額合計 △714 △3

新株予約権 120 123

純資産合計 155,241 164,958

負債純資産合計 306,562 319,771
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

売上高 318,547 330,711

売上原価 ※１ 217,208 ※１ 225,678

売上総利益 101,339 105,032

営業収入   

不動産賃貸収入 11,040 11,244

営業総利益 112,379 116,277

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 4,410 4,342

販売用品費 689 654

ポイント引当金繰入額 581 656

給料及び手当 31,712 33,171

賞与 2,051 1,758

福利厚生費 6,240 6,391

賞与引当金繰入額 1,663 1,573

役員賞与引当金繰入額 18 19

退職給付費用 1,452 1,347

消耗品費 891 1,068

水道光熱費 3,933 4,275

租税公課 2,536 2,718

事業税 903 961

賃借料 11,647 12,067

減価償却費 11,091 11,098

店舗管理費 1,737 1,800

その他 14,128 15,407

販売費及び一般管理費合計 95,690 99,313

営業利益 16,689 16,964

営業外収益   

受取利息 22 18

受取配当金 31 166

為替差益 160 111

デリバティブ評価益 120 68

受取補償金 82 29

その他 301 263

営業外収益合計 717 658

営業外費用   

支払利息 327 271

デリバティブ決済損 132 79

埋蔵文化財発掘調査費 8 72

その他 126 112

営業外費用合計 595 535

経常利益 16,811 17,087
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

特別利益   

受取保険金 ※２ 301 ※２ 74

受取補償金 ※３ 703 ※３ 288

特別利益合計 1,004 362

特別損失   

固定資産処分損 ※４ 410 ※４ 154

減損損失 ※５ 842 ※５ 716

災害による損失 ※６ 432 ※６ 73

特別損失合計 1,686 943

税金等調整前当期純利益 16,129 16,506

法人税、住民税及び事業税 5,318 5,872

法人税等調整額 △206 △273

法人税等合計 5,112 5,598

当期純利益 11,017 10,907

親会社株主に帰属する当期純利益 11,017 10,907
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【連結包括利益計算書】
 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

当期純利益 11,017 10,907

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 101 423

繰延ヘッジ損益 46 44

退職給付に係る調整額 329 242

その他の包括利益合計 ※１,※２ 477 ※１,※２ 710

包括利益 11,495 11,618

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 11,495 11,618

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自2016年４月１日　至2017年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,802 25,260 111,776 △9,145 146,693

当期変動額      

剰余金の配当   △1,873  △1,873

親会社株主に帰属する当期
純利益   11,017  11,017

自己株式の取得    △1 △1

自己株式の処分  0  0 0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － 0 9,143 △1 9,141

当期末残高 18,802 25,260 120,919 △9,147 155,835

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 60 △100 △1,152 △1,192 97 145,599

当期変動額       

剰余金の配当      △1,873

親会社株主に帰属する当期
純利益      11,017

自己株式の取得      △1

自己株式の処分      0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

101 46 329 477 22 500

当期変動額合計 101 46 329 477 22 9,641

当期末残高 162 △53 △823 △714 120 155,241
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当連結会計年度（自2017年４月１日　至2018年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,802 25,260 120,919 △9,147 155,835

当期変動額      

剰余金の配当   △1,924  △1,924

親会社株主に帰属する当期
純利益

  10,907  10,907

自己株式の取得    △2 △2

自己株式の処分  △0 △0 23 22

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － △0 8,982 20 9,002

当期末残高 18,802 25,260 129,901 △9,126 164,838

 

       

 その他の包括利益累計額

新株予約権 純資産合計
 

その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当期首残高 162 △53 △823 △714 120 155,241

当期変動額       

剰余金の配当      △1,924

親会社株主に帰属する当期
純利益

     10,907

自己株式の取得      △2

自己株式の処分      22

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

423 44 242 710 2 713

当期変動額合計 423 44 242 710 2 9,716

当期末残高 586 △9 △580 △3 123 164,958
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 16,129 16,506

減価償却費 11,091 11,098

減損損失 842 716

デリバティブ評価損益（△は益） △120 △68

災害損失 432 64

受取保険金 △301 △74

受取補償金 △25 △51

賞与引当金の増減額（△は減少） △256 △90

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18 0

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,157 1,034

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） － △53

ポイント引当金の増減額（△は減少） 119 75

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） △17 △30

貸倒引当金の増減額（△は減少） 8 17

受取利息及び受取配当金 △53 △185

支払利息 327 271

有形固定資産処分損益（△は益） 410 153

売上債権の増減額（△は増加） △1,528 △1,634

たな卸資産の増減額（△は増加） 263 △1,778

未収入金の増減額（△は増加） △546 582

預け金の増減額（△は増加） 2,390 △292

仕入債務の増減額（△は減少） 2,197 △277

未払金の増減額（△は減少） 663 843

未払消費税等の増減額（△は減少） △814 140

その他 61 843

小計 32,414 27,809

利息及び配当金の受取額 51 181

利息の支払額 △327 △271

法人税等の支払額 △5,232 △5,379

補償金の受取額 25 51

保険金の受取額 37 74

災害損失の支払額 △250 △64

営業活動によるキャッシュ・フロー 26,719 22,400
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

当連結会計年度
(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） 25 △0

有形固定資産の取得による支出 △12,901 △15,573

有形固定資産の売却による収入 489 167

無形固定資産の取得による支出 △1,347 △1,054

敷金及び保証金の純増減額（△は増加） 56 △114

その他 △246 △339

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,923 △16,914

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △11,500 △7,000

長期借入れによる収入 8,000 9,000

長期借入金の返済による支出 △7,510 △4,480

リース債務の返済による支出 △1,970 △1,822

自己株式の取得による支出 △1 △2

自己株式の処分による収入 0 0

配当金の支払額 △1,872 △1,924

財務活動によるキャッシュ・フロー △14,854 △6,229

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 △5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,059 △748

現金及び現金同等物の期首残高 9,628 7,568

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 7,568 ※ 6,819
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　5社

連結子会社の名称

㈱ライフコメリ

北星産業㈱

㈱ビット・エイ

㈱コメリキャピタル

㈱ムービータイム

(2）主要な非連結子会社の名称等

大連米利海辰商場有限公司他８社

（連結の範囲から除いた理由）

　非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。

２．持分法の適用に関する事項

(1）持分法適用の非連結子会社

　該当ありません。

(2）持分法を適用していない非連結子会社（大連米利海辰商場有限公司他８社）は当期純利益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から見て、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

（イ）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）

（ロ）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法(ヘッジ会計を適用するものを除く)

③たな卸資産

評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によって

おります。

商品については主として売価還元法を採用しております。

貯蔵品については、最終仕入原価法を採用しております。

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　3～60年

　機械装置及び運搬具　　4～8年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

EDINET提出書類

株式会社コメリ(E03120)

有価証券報告書

52/98



③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

④長期前払費用

定額法

(3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金

当社及び一部の連結子会社は役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づ

き計上しております。

④店舗閉鎖損失引当金

店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、閉店及び転貸を決定した店舗について、今後発生する

と見込まれる額を計上しております。

⑤役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、2010年６月29日開催の第49回定時株主総会で決議された役

員退職慰労金の打ち切り支給額のうち、将来の支給見込額を計上しております。

⑥ポイント引当金

ポイントカードにより顧客に付与されたポイントの利用に備えるため、当連結会計年度末において

将来利用されると見込まれる額を計上しております。

⑦災害損失引当金

東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、当連結会計年度末における

見積額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することと

しております。

③未認識数理計算上の差異の会計処理方法

未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累

計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

連結決算日の直物相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

(6）重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動のリスクのヘッジについて振当処理の要件を

満たすものについては振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ手段・・・為替予約、通貨スワップ、通貨オプション

　ヘッジ対象・・・買掛金（予定取引を含む）

③ヘッジ方針

商品の輸入取引に係る為替相場の変動リスクの低減のため、社内規程に基づき為替予約取引・通貨

スワップ取引及び通貨オプション取引を行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累計額を比較すること等によってヘッジの有効性の評価を

行っております。ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約・通貨スワップ取引において、

ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条件が同一であり、高い相関関係があると認められるものについて

は、連結決算日における有効性の評価を省略しております。
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(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

 

（未適用の会計基準等）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日改正　企業会計基準

委員会）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日最終改正　企

業会計基準委員会）

 

(1）概要

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針を

企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、必要と考えられる以下の見直しが

行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

 

(2）適用予定日

2019年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で

評価中であります。

 

 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基準委員

会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会

計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおい

てはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12

月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関す

る包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合

性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを

出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目があ

る場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

2022年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であ

ります。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めておりました「受取配当金」は、営業外収益

の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた

332百万円は、「受取配当金」31百万円、「その他」301百万円として組み替えております。

　前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めておりました「埋蔵文化財発掘調査費」は、

営業外費用の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。この表示方法の

変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替を行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた

134百万円は、「埋蔵文化財発掘調査費」８百万円、「その他」126百万円として組み替えております。

 

（連結貸借対照表関係）

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

投資有価証券（株式） 78百万円 88百万円

投資その他の資産のその他（出資金） 267百万円 267百万円

 

※２　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

建物及び構築物 12百万円 11百万円

土地 139 139

計 151 150

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

短期借入金 100百万円 100百万円

 

３　保証債務

　次の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

ＭＥＫＯＮＧ ＦＲＯＮＴＩＥＲ ＣＯ.,ＬＴＤ －百万円 6百万円

 

※４　連結会計年度末日満期手形等

　連結会計年度末日満期手形、ファクタリング対象の買掛金及び電子記録債務の会計処理については、当連結会計

年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。連結会計年度末日

満期手形等の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

受取手形及び売掛金 －百万円 0百万円

支払手形及び買掛金 － 11,619

設備関係支払手形 － 1,353
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（連結損益計算書関係）

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており

ます。

　前連結会計年度
（自　2016年４月１日
　　至　2017年３月31日）

　当連結会計年度
（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

351百万円 480百万円

 

※２．受取保険金

前連結会計年度（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　火災及び台風等の災害に伴う当社店舗の固定資産やたな卸資産等に対する損害保険金の受取額であります。

 

当連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　台風等の災害に伴う当社店舗の固定資産やたな卸資産等に対する損害保険金の受取額であります。

 

※３．受取補償金

前連結会計年度（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　当社店舗の収用に伴う移転補償金であります。

 

当連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　当社店舗の収用に伴う移転補償金であります。

 

※４．固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

前連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

建物及び構築物 210百万円  104百万円

機械装置及び運搬具 0  0

土地 108  －

有形固定資産・その他 6  5

解体撤去費用 76  44

その他 7  0

計 410  154

 

※５．減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自2016年４月１日　至2017年３月31日）

場所 用途 種類

福岡県他17県　36件 店舗、遊休資産 土地及び建物等

　当社グループは原則として各店舗を基本単位としてグルーピングをしております。営業活動による損益が継続し

てマイナスとなる店舗及び遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（842百

万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は建物及び構築物609百万円、機械装置15百万円、土地３百

万円、リース資産181百万円、借地権27百万円、長期前払費用５百万円及びその他１百万円であります。なお、当

該資産グループの回収可能価額は、遊休土地については正味売却価額により測定し、相続税評価額等を基準に算定

した時価により評価し、それ以外の資産については使用価値又は正味売却価額により測定しており、使用価値につ

いては、将来キャッシュ・フローを３％で割引いて算出しております。
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当連結会計年度（自2017年４月１日　至2018年３月31日）

場所 用途 種類

栃木県他27県　58件
店舗、賃貸用資産
及び遊休資産

土地及び建物等

　当社グループは原則として各店舗を基本単位としてグルーピングをしております。営業活動による損益が継続し

てマイナスとなる店舗、賃貸用資産及び遊休資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失（716百万円）として特別損失に計上いたしました。その内訳は建物及び構築物599百万円、機械装置14百万

円、土地56百万円、リース資産22百万円、借地権12百万円、長期前払費用７百万円及びその他３百万円でありま

す。なお、当該資産グループの回収可能価額は、遊休土地については正味売却価額により測定し、相続税評価額等

を基準に算定した時価により評価し、それ以外の資産については使用価値又は正味売却価額により測定しており、

使用価値については、将来キャッシュ・フローを３％で割引いて算出しております。

 

※６．災害による損失

前連結会計年度（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

　熊本地震、火災及び台風等の災害に伴う当社店舗の固定資産等に対する原状回復費用等であります。

当連結会計年度（自　2017年４月１日　至　2018年３月31日）

　台風等の災害に伴う当社店舗の固定資産等に対する原状回復費用等であります。
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（連結包括利益計算書関係）

※１ その他の包括利益に係る組替調整額

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 150百万円 643百万円

組替調整額 － －

計 150 643

繰延ヘッジ損益：   

当期発生額 108 61

組替調整額 △40 3

計 67 64

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 34 33

組替調整額 439 315

計 473 349

税効果調整前合計 692 1,057

税効果額 △214 △346

その他の包括利益合計 477 710

 

※２ その他の包括利益に係る税効果額

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

税効果調整前 150百万円 643百万円

税効果額 △49 △219

税効果調整後 101 423

繰延ヘッジ損益：   

税効果調整前 67 64

税効果額 △20 △19

税効果調整後 46 44

退職給付に係る調整額：   

税効果調整前 473 349

税効果額 △144 △107

税効果調整後 329 242

その他の包括利益合計   

税効果調整前 692 1,057

税効果額 △214 △346

税効果調整後 477 710
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自2016年４月１日　至2017年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 54,409,168 － － 54,409,168

合計 54,409,168 － － 54,409,168

自己株式     

普通株式　（注） 3,764,682 736 14 3,765,404

合計 3,764,682 736 14 3,765,404

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加736株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少14株は、単元未満株式の買増し請求によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

 提出会社

（親会社）

 ストック・オプションとして

の新株予約権
 － － － － － 120

 合計  － － － － － 120

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2016年５月17日

取締役会
普通株式 911 18 2016年３月31日 2016年６月27日

2016年10月25日

取締役会
普通株式 962 19 2016年９月30日 2016年12月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2017年５月16日

取締役会
普通株式 962 利益剰余金 19 2017年３月31日 2017年６月26日
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当連結会計年度（自2017年４月１日　至2018年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 54,409,168 － － 54,409,168

合計 54,409,168 － － 54,409,168

自己株式     

普通株式　（注） 3,765,404 692 9,500 3,756,596

合計 3,765,404 692 9,500 3,756,596

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加692株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少9,500株は、新株予約権の権利行使によるものであります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権の

目的となる株

式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円）
当連結会計

年度期首

当連結会計

年度増加

当連結会計

年度減少

当連結会計

年度末

 提出会社

（親会社）

 ストック・オプションとして

の新株予約権
 － － － － － 123

 合計  － － － － － 123

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

2017年５月16日

取締役会
普通株式 962 19 2017年３月31日 2017年６月26日

2017年10月31日

取締役会
普通株式 962 19 2017年９月30日 2017年12月１日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2018年５月15日

取締役会
普通株式 1,013 利益剰余金 20 2018年３月31日 2018年６月25日

 

EDINET提出書類

株式会社コメリ(E03120)

有価証券報告書

60/98



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 2016年４月１日
至 2017年３月31日）

当連結会計年度
（自 2017年４月１日
至 2018年３月31日）

現金及び預金勘定 7,858百万円 7,124百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △289 △304 

現金及び現金同等物 7,568 6,819 

 

（リース取引関係）

（借主側）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

有形固定資産

主として、ホームセンター事業における、什器及び通信設備、その他事業における物流仕分設備（「機械装置

及び運搬具」、「その他（器具備品）」）であります。

無形固定資産

主として、ソフトウエアであります。

②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

２．オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

１年内 779 781

１年超 2,164 1,951

合計 2,944 2,733
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用についてはリスクの低い金融資産に限定し、また、資金調達については主に

銀行借入によっております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な

取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に株式、債券、投資信託であり、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに

晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。借

入金、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたも

のであり、償還日は最長で決算日後17年後であります。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした為替予

約取引、通貨スワップ取引及び通貨オプション取引並びに金利変動リスクのヘッジを目的とした金利ス

ワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効

性の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関

する事項 (6)重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

受取手形及び売掛金に係る取引先の信用リスクは、当社では、売掛金管理規程に従い、店別・取引先

別に期日管理及び残高管理を行うとともに、連結子会社についても、取引先別に売掛金の期日及び残高

を管理することにより、信用リスク低減に努めております。

有価証券の発行体の信用リスクに関しましては、経理部において、信用情報や時価の把握を定期的に

行うことで管理しております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付けの高

い金融機関とのみ取引を行っております。

② 市場リスクの管理

外貨建ての営業債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、為替予約取引・

通貨スワップ取引及び通貨オプション取引を利用しております。

投資有価証券につきましては、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を

勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引につきましては、取引権限や限度額等を定めた管理規程に基づき、取締役会におい

て基本方針を承認し、関係部署長による各管理委員会において取引方針が決定され、これに従い経理部

が取引を行い、経理部において記帳及び契約先と残高照合等を行っております。取引の状況につきまし

ては、各管理委員会により取締役会に対して四半期毎に報告を行っております。連結子会社について

も、当社の管理規程に準じて管理を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社は、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、金融機関

からの借入枠を拡大・更新することなどにより、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提

条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事

項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る

市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注２）をご参照ください。）。

前連結会計年度（2017年３月31日）

 連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 7,858 7,858 －

(2) 受取手形及び売掛金 14,443   

貸倒引当金 △225   

 14,218 14,218 －

(3) 投資有価証券    

①満期保有目的の債券 100 100 －

②その他有価証券 1,231 1,231 －

資産計 23,407 23,407 －

(1) 支払手形及び買掛金 28,325 28,325 －

(2) 電子記録債務 22,383 22,383 －

(3) 短期借入金 7,200 7,200 －

(4) 未払法人税等 3,223 3,223 －

(5) 設備関係支払手形 1,929 1,929 －

(6) 長期借入金 52,128 52,032 △96

(7) リース債務 4,951 4,951 －

負債計 120,142 120,045 △96

デリバティブ取引    

①ヘッジ会計が適用されていないもの (180) (180) －

②ヘッジ会計が適用されているもの (77) (77) －

デリバティブ取引計 (258) (258) －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、（　）で示しております。
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当連結会計年度（2018年３月31日）

 連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 7,124 7,124 －

(2) 受取手形及び売掛金 16,078   

貸倒引当金 △242   

 15,835 15,835 －

(3) 投資有価証券    

①満期保有目的の債券 100 100 －

②その他有価証券 1,874 1,874 －

資産計 24,934 24,934 －

(1) 支払手形及び買掛金 27,026 27,026 －

(2) 電子記録債務 23,403 23,403 －

(3) 短期借入金 200 200 －

(4) 未払法人税等 3,589 3,589 －

(5) 設備関係支払手形 2,883 2,883 －

(6) 長期借入金 56,648 56,538 △110

(7) リース債務 4,809 4,809 －

負債計 118,562 118,452 △110

デリバティブ取引    

①ヘッジ会計が適用されていないもの (112) (112) －

②ヘッジ会計が適用されているもの (13) (13) －

デリバティブ取引計 (125) (125) －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、（　）で示しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格、債券は取引金融機関等から提示された価格、投資信託に

ついては、公表されている基準価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する事項につきましては、注記事項「有価証券関係」をご参照くだ

さい。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2)電子記録債務、(3)短期借入金、(4)未払法人税等及び(5)設備関係支払手形

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(6) 長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた

現在価値により算定しております。なお、長期借入金のうち、無利息の長期借入金については、リスクフ

リー・レートで割り引いて現在価値を算出しております。

(7) リース債務

リース債務の時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品の時価情報の「資産

(3) 投資有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度
（2017年３月31日）

当連結会計年度
（2018年３月31日）

非上場株式（※） 110 118

（※）非上場株式については、市場性がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象

とはしておりません。
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３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（2017年３月31日）

 １年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 4,384 － － －

受取手形及び売掛金 14,443 － － －

投資有価証券     

満期保有目的の債券 － － 100 －

その他有価証券のうち満期があるもの － 13 － －

合計 18,828 13 100 －

 

当連結会計年度（2018年３月31日）

 １年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 2,316 － － －

受取手形及び売掛金 16,078 － － －

投資有価証券     

満期保有目的の債券 － 100 － －

その他有価証券のうち満期があるもの － 19 － －

合計 18,394 119 － －

 

４．長期借入金、リース債務の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度（2017年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 7,200 － － － － －

長期借入金 4,480 17,169 12,169 4,169 3,169 10,970

リース債務 1,618 1,269 919 510 190 443

合計 13,298 18,439 13,088 4,679 3,360 11,414

 

当連結会計年度（2018年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 200 － － － － －

長期借入金 17,169 12,169 4,169 12,169 8,533 2,437

リース債務 1,604 1,252 843 524 222 363

合計 18,973 13,421 5,012 12,693 8,756 2,800
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2017年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 100 100 －

(3）その他 － － －

小計 100 100 －

合計 100 100 －

 

当連結会計年度（2018年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 100 100 －

(3）その他 － － －

小計 100 100 －

合計 100 100 －

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（2017年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円）
差額

（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 1,215 1,001 213

(2）債券 － － －

(3）その他 13 12 1

小計 1,229 1,013 215

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 2 2 △0

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 2 2 △0

合計 1,231 1,015 215

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　110百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度（2018年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円）
差額

（百万円）

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えるも

の

(1）株式 1,853 1,001 851

(2）債券 － － －

(3）その他 19 12 7

小計 1,872 1,013 858

連結貸借対照表計上額

が取得原価を超えない

もの

(1）株式 1 2 △0

(2）債券 － － －

(3）その他 － － －

小計 1 2 △0

合計 1,874 1,015 858

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額　118百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1）通貨関連

前連結会計年度（2017年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

通貨オプション取引
　売建　プット
　米ドル
　買建　コール
　米ドル

1,551 326 (81) (81)

(注) 時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（2018年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引

通貨オプション取引
　売建　プット
　米ドル
　買建　コール
　米ドル

326 － (26) (26)

(注) 時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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(2）金利関連

前連結会計年度（2017年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引
金利スワップ取引
受取変動・支払固定

7,000 7,000 (99) (99)

(注) 時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（2018年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引以外の取引
金利スワップ取引
受取変動・支払固定

7,000 7,000 (85) (85)

(注) 時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

通貨関連

前連結会計年度（2017年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法

通貨オプション取引
　売建　プット
　米ドル
　買建　コール
　米ドル

買掛金（予定取
引を含む）

2,785 137 (77)

(注) １．オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約のた

め、一括して記載しております。

 ２．時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

 

当連結会計年度（2018年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
（百万円）

時価
(百万円)

原則的処理方法

通貨オプション取引
　売建　プット
　米ドル
　買建　コール
　米ドル

買掛金（予定取
引を含む）

330 － (13)

(注) １．オプション取引はゼロコストオプションであり、コールオプション及びプットオプションが一体の契約のた

め、一括して記載しております。

 ２．時価の算定方法は取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社及び連結子会社が採用している主な退職給付制度は、退職一時金制度であります。

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

退職給付債務の期首残高 9,582百万円 10,265百万円

勤務費用 995 1,011

利息費用 18 19

数理計算上の差異の発生額 △34 △33

退職給付の支払額 △295 △312

退職給付債務の期末残高 10,265 10,950

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給

付に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）

当連結会計年度

（2018年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 10,265百万円 10,950百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の

純額
10,265 10,950

   

退職給付に係る負債 10,265 10,950

連結貸借対照表に計上された負債と資産の

純額
10,265 10,950
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(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

勤務費用 995百万円 1,011百万円

利息費用 18 19

数理計算上の費用処理額 439 315

確定給付制度に係る退職給付費用 1,452 1,347

 

(4）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度

（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

数理計算上の差異 473百万円 349百万円

合　計 473 349

 

(5）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）

当連結会計年度

（2018年３月31日）

未認識数理計算上の差異 △1,184百万円 △834百万円

合　計 △1,184 △834

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（2017年３月31日）

当連結会計年度

（2018年３月31日）

割引率 0.2％ 0.2％

予想昇給率 2.3％ 2.3％
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（ストック・オプション等関係）

１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名

（単位：百万円）
 

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

一般管理費の株式報酬費 22 25

 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
2011年ストック・オ

プション

2012年ストック・オ

プション

2013年ストック・オ

プション

2014年ストック・オ

プション

付与対象者の区分及び

人数

取締役（社外取締役

を除く）７名

取締役（社外取締役

を除く）８名

取締役（社外取締役

を除く）７名

取締役（社外取締役

を除く）９名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）

普通株式　43,300株 普通株式　24,800株 普通株式　19,200株 普通株式　18,100株

付与日 2011年８月12日 2012年７月11日 2013年７月10日 2014年７月15日

権利確定条件
権利確定条件は定め

ておりません。

権利確定条件は定め

ておりません。

権利確定条件は定め

ておりません。

権利確定条件は定め

ておりません。

対象勤務期間
対象勤務期間は定め

ておりません。

対象勤務期間は定め

ておりません。

対象勤務期間は定め

ておりません。

対象勤務期間は定め

ておりません。

権利行使期間
自2011年８月13日

至2041年８月12日

自2012年７月12日

至2042年７月11日

自2013年７月11日

至2043年７月10日

自2014年７月16日

至2044年７月15日
 

 
2015年ストック・オ

プション

2016年ストック・オ

プション

2017年ストック・オ

プション

付与対象者の区分及び

人数

取締役（社外取締役

を除く）７名

取締役（社外取締役

を除く）７名

取締役（社外取締役

を除く）６名

株式の種類別のストッ

ク・オプションの数

（注）

普通株式　8,000株 普通株式　8,900株 普通株式　9,200株

付与日 2015年７月14日 2016年７月12日 2017年７月11日

権利確定条件
権利確定条件は定め

ておりません。

権利確定条件は定め

ておりません。

権利確定条件は定め

ておりません。

対象勤務期間
対象勤務期間は定め

ておりません。

対象勤務期間は定め

ておりません。

対象勤務期間は定め

ておりません。

権利行使期間
自2015年７月15日

至2045年７月14日

自2016年７月13日

至2046年７月12日

自2017年７月12日

至2047年７月11日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度（2018年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。

 

①ストック・オプションの数

 
2011年ストック・オ

プション

2012年ストック・オ

プション

2013年ストック・オ

プション

2014年ストック・オ

プション

権利確定前    （株）     

前連結会計年度末 － － － －

付与 － － － －

失効 － － － －

権利確定 － － － －

未確定残 － － － －

権利確定後    （株）     

前連結会計年度末 13,100 8,800 7,200 7,500

権利確定 － － － －

権利行使 2,800 1,600 1,300 1,100

失効 － － － －

未行使残 10,300 7,200 5,900 6,400
 

 
2015年ストック・オ

プション

2016年ストック・オ

プション

2017年ストック・オ

プション

権利確定前    （株）    

前連結会計年度末 － － －

付与 － － 9,200

失効 － － －

権利確定 － － 9,200

未確定残 － － －

権利確定後    （株）    

前連結会計年度末 8,000 8,900 －

権利確定 － － 9,200

権利行使 1,300 1,400 －

失効 － － －

未行使残 6,700 7,500 9,200

 

②単価情報

 
2011年ストック・オ

プション

2012年ストック・オ

プション

2013年ストック・オ

プション

2014年ストック・オ

プション

権利行使価格  （円） 1 1 1 1

行使時平均株価 （円） 2,809 2,809 2,809 2,809

付与日における公正な

評価単価      （円）
2,155 1,998 2,422 2,507

 

 
2015年ストック・オ

プション

2016年ストック・オ

プション

2017年ストック・オ

プション

権利行使価格  （円） 1 1 1

行使時平均株価 （円） 2,809 2,809 －

付与日における公正な

評価単価      （円）
2,656 2,563 2,807
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３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与された2017年ストック・オプションについての公正な評価単価の見積方法は

以下のとおりであります。

①使用した評価技法         ブラック・ショールズ式

②主な基礎数値及び見積方法

 2017年ストック・オプション

 株価変動性（注）１ 20.8％

 予想残存期間（注）２ 0.96年

 予想配当（注）３ 38円／株

 無リスク利子率（注）４ △0.107％

（注）１．2016年７月15日から2017年７月７日まで過去0.96年相当分の当社株価より算定したヒストリカ

ル・ボラティリティを採用しております。

２．当社取締役の任期に基づき見積もっております。

３．2017年３月期の配当実績によっております。

４．予想残存期間に対応する日本国債の利回りを採用しております。

 

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用

しております。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

 
当連結会計年度
（2018年３月31日）

繰延税金資産    
減損損失 3,348百万円 3,263百万円
リース債務 248  223
未払事業税 268  268
賞与引当金 512  481
退職給付に係る負債 3,132  3,339
役員退職慰労引当金 61  37
ポイント引当金 178  199
資産除去債務 1,742  883
子会社繰越欠損金 168  11
その他 586  621
小計 10,247  9,331

評価性引当額 △644  △643
繰延税金資産合計 9,603  8,687
繰延税金負債    
固定資産圧縮積立金 △148  △274
固定資産圧縮特別勘定積立金 △130  －
特別償却準備金 △469  △371
資産除去債務に対応する除去費用 △1,001  △42
その他有価証券評価差額金 △52  △271
その他 △124  △123
繰延税金負債合計 △1,926  △1,084
繰延税金資産の純額 7,676  7,603

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれて

おります。

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

 
当連結会計年度
（2018年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 1,173百万円 1,167百万円

固定資産－繰延税金資産 6,578  6,651

固定負債－繰延税金負債 △76  △215

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度
（2017年３月31日）

 
当連結会計年度
（2018年３月31日）

法定実効税率 30.7％  30.7％
（調整）    
住民税均等割 3.0  3.0
評価性引当額 △0.4  0.0
所得拡大促進税制に係る税額控除 △2.0  －
その他 0.4  0.2
税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.7  33.9
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（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

１．当該資産除去債務の概要

　ホームセンターにおける店舗の土地・建物及び流通センターの土地の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等

であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を取得から８年～34年と見積り、割引率は0.04％～2.41％を使用して資産除去債務の金額を計算

しております。

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

期首残高 4,551百万円 5,721百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 535 530

時の経過による調整額 95 105

資産除去債務の履行による減少額 △42 △52

その他増減額（△は減少） 581 －

期末残高 5,721 6,305

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループの報告セグメントは、ホームセンターのみであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前連結会計年度（自2016年４月１日 至2017年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載を省略

しております。

 

当連結会計年度（自2017年４月１日 至2018年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、

記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％を占める相手先がないため、記載を省略

しております。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自2016年４月１日 至2017年３月31日）

当社グループの報告セグメントは、ホームセンターのみであり、かつ、報告セグメントに配分されていな

い減損損失はないため、記載を省略しております。

 

当連結会計年度（自2017年４月１日 至2018年３月31日）

当社グループの報告セグメントは、ホームセンターのみであり、かつ、報告セグメントに配分されていな

い減損損失はないため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自2016年４月１日 至2017年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2017年４月１日 至2018年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自2016年４月１日 至2017年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自2017年４月１日 至2018年３月31日）

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社コメリ(E03120)

有価証券報告書

76/98



【関連当事者情報】

１．連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

前連結会計年度（自2016年４月１日　至2017年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員

ＮＰＯ法人
コメリ災害
対策セン
ター

新潟市南区 －
災害救援活
動

－
災害救援物
資供給
役員の兼任

商品の供給 109 売掛金 22

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．営業上の取引につきましては、一般取引条件を参考に協議の上決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

当連結会計年度（自2017年４月１日　至2018年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員

ＮＰＯ法人
コメリ災害
対策セン
ター

新潟市南区 －
災害救援活
動

－
災害救援物
資供給
役員の兼任

商品の供給 9 売掛金 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．営業上の取引につきましては、一般取引条件を参考に協議の上決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

２．連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等

前連結会計年度（自2016年４月１日　至2017年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及
びその
近親者

捧　　賢一 － －
当社名誉会
長ファウン
ダー

（被所有）
直接　 5.4％
間接　27.1％

不動産の賃
借

事務所及び
駐車場の賃
借

34

前払費用
敷金及び
保証金
未払金

2
10
 
0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．不動産の賃借料については、近隣の取引事例を参考に決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

 

当連結会計年度（自2017年４月１日　至2018年３月31日）

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

役員及
びその
近親者

捧　　賢一 － －
当社名誉会
長ファウン
ダー

（被所有）
直接　 5.4％
間接　27.1％

不動産の賃
借

事務所及び
駐車場の賃
借

36
 

前払費用
敷金及び
保証金
未払金

2
10
 
0

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．不動産の賃借料については、近隣の取引事例を参考に決定しております。

２．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
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（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

１株当たり純資産額 3,062円98銭 3,254円23銭

１株当たり当期純利益 217円54銭 215円35銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 217円32銭 215円12銭

　（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度末
（2017年３月31日）

当連結会計年度末
（2018年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 155,241 164,958

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
120 123

（うち新株予約権（百万円）） (120) (123)

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
155,121 164,834

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（千株）
50,643 50,652

　（注）２．１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当連結会計年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益

（百万円）
11,017 10,907

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益（百万円）
11,017 10,907

期中平均株式数（千株） 50,644 50,650

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 51 53

（うち新株予約権（千株）） (51) (53)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 7,200 200 0.21 －

１年内返済予定長期借入金 4,480 17,169 0.22 －

１年内返済予定リース債務 1,618 1,604 3.00 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 47,648 39,479 0.22 2018年～26年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 3,333 3,205 3.00 2018年～35年

その他有利子負債 － － － －

合計 64,280 61,658 － －

　（注）１．平均利率は、期中平均によっております。

２．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下

のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 12,169 4,169 12,169 8,533

リース債務 1,252 843 524 222

 

【資産除去債務明細表】

　本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載されているため、資

産除去債務明細表の記載を省略しております。

 

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高及び営業収入

（百万円）
93,931 175,977 267,009 341,956

税金等調整前四半期（当期）

純利益（百万円）
6,941 11,360 15,559 16,506

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益（百万円）
4,666 7,602 10,411 10,907

１株当たり四半期（当期）純

利益（円）
92.14 150.11 205.55 215.35

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

（円）
92.14 57.97 55.45 9.80
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2017年３月31日)
当事業年度

(2018年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,226 5,059

売掛金 ※１ 8,089 ※１ 9,657

商品及び製品 104,801 106,530

原材料及び貯蔵品 121 150

前払費用 ※１ 1,635 ※１ 1,423

繰延税金資産 1,015 926

関係会社短期貸付金 1,326 1,390

未収入金 ※１ 3,377 ※１ 2,909

その他 ※１ 595 ※１ 230

貸倒引当金 △32 △41

流動資産合計 127,154 128,237

固定資産   

有形固定資産   

建物 82,748 88,260

構築物 9,409 10,893

機械及び装置 2,055 1,859

車両運搬具 0 －

工具、器具及び備品 967 1,120

土地 23,251 25,330

リース資産 4,151 4,113

建設仮勘定 3,710 3,446

有形固定資産合計 126,294 135,023

無形固定資産   

借地権 4,721 4,979

その他 185 204

無形固定資産合計 4,906 5,184

投資その他の資産   

投資有価証券 517 544

関係会社株式 1,250 1,260

関係会社出資金 267 267

長期貸付金 102 83

関係会社長期貸付金 7,773 6,569

長期前払費用 947 1,030

繰延税金資産 5,858 6,272

差入保証金 3,040 2,012

敷金 5,964 6,242

その他 ※１ 251 ※１ 187

貸倒引当金 △11 △9

投資その他の資産合計 25,961 24,462

固定資産合計 157,162 164,669

資産合計 284,316 292,907
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2017年３月31日)
当事業年度

(2018年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,955 ※３ 1,029

電子記録債務 22,383 ※３ 23,403

買掛金 ※１ 23,716 ※１,※３ 23,299

短期借入金 ※１ 8,000 ※１ 700

1年内返済予定の長期借入金 4,480 17,169

リース債務 1,617 1,604

未払金 ※１ 7,485 ※１ 9,027

未払費用 13 14

未払法人税等 2,403 2,547

未払消費税等 701 883

前受金 ※１ 1,244 ※１ 1,309

預り金 ※１ 1,879 ※１ 2,434

賞与引当金 1,423 1,328

役員賞与引当金 18 18

役員退職慰労引当金 53 －

店舗閉鎖損失引当金 74 44

ポイント引当金 581 656

災害損失引当金 1 9

設備関係支払手形 1,863 ※３ 2,767

資産除去債務 10 19

その他 160 54

流動負債合計 80,068 88,321

固定負債   

長期借入金 51,248 44,079

リース債務 3,333 3,205

退職給付引当金 8,668 9,656

役員退職慰労引当金 124 124

資産除去債務 5,428 5,997

長期預り保証金 ※１ 1,637 ※１ 1,620

その他 363 328

固定負債合計 70,804 65,012

負債合計 150,872 153,334
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2017年３月31日)
当事業年度

(2018年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,802 18,802

資本剰余金   

資本準備金 29,855 29,855

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 29,855 29,855

利益剰余金   

利益準備金 1,024 1,024

その他利益剰余金   

固定資産圧縮特別勘定積立金 297 －

固定資産圧縮積立金 136 421

特別償却準備金 810 657

別途積立金 82,500 89,000

繰越利益剰余金 8,950 8,654

利益剰余金合計 93,720 99,759

自己株式 △9,147 △9,126

株主資本合計 133,230 139,290

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 147 168

繰延ヘッジ損益 △53 △9

評価・換算差額等合計 93 159

新株予約権 120 123

純資産合計 133,444 139,573

負債純資産合計 284,316 292,907
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②【損益計算書】
 

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

当事業年度
(自　2017年４月１日
　至　2018年３月31日)

売上高 ※１ 313,628 ※１ 325,604

売上原価 ※１ 222,013 ※１ 230,819

売上総利益 91,615 94,784

営業収入 ※１ 2,815 ※１ 2,887

営業総利益 94,431 97,672

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 83,123 ※１,※２ 86,560

営業利益 11,308 11,111

営業外収益   

受取利息及び配当金 ※１ 1,078 ※１ 1,272

雑収入 ※１ 633 ※１ 420

営業外収益合計 1,712 1,693

営業外費用   

支払利息 ※１ 341 ※１ 289

デリバティブ決済損 132 79

埋蔵文化財発掘調査費 8 72

雑損失 ※１ 118 ※１ 110

営業外費用合計 601 550

経常利益 12,418 12,254

特別利益   

受取保険金 301 74

受取補償金 703 288

特別利益合計 1,004 362

特別損失   

固定資産処分損 ※１,※３ 405 ※１,※３ 146

減損損失 842 716

災害による損失 ※１ 419 ※１ 73

特別損失合計 1,667 935

税引前当期純利益 11,755 11,680

法人税、住民税及び事業税 3,707 4,071

法人税等調整額 △292 △355

法人税等合計 3,415 3,716

当期純利益 8,339 7,964
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自2016年４月１日　至2017年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金

 

固定資産
圧縮特別
勘定積立
金

固定資産
圧縮積立
金

特別償却
準備金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 18,802 29,855 － 29,855 1,024 － 119 1,004 77,000 8,105

当期変動額           

固定資産圧縮特別勘定積立
金の積立

     297    △297

固定資産圧縮積立金の積立       29   △29

固定資産圧縮積立金の取崩       △11   11

特別償却準備金の取崩        △193  193

別途積立金の積立         5,500 △5,500

剰余金の配当          △1,873

当期純利益          8,339

自己株式の取得           

自己株式の処分   0 0       

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － 0 0 － 297 17 △193 5,500 845

当期末残高 18,802 29,855 0 29,855 1,024 297 136 810 82,500 8,950

 

        

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約
権

純資産合
計

 
利益剰余
金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計 

利益剰余
金合計

当期首残高 87,254 △9,145 126,766 96 △100 △4 97 126,860

当期変動額         

固定資産圧縮特別勘定積立
金の積立

－  －     －

固定資産圧縮積立金の積立 －  －     －

固定資産圧縮積立金の取崩 －  －     －

特別償却準備金の取崩 －  －     －

別途積立金の積立 －  －     －

剰余金の配当 △1,873  △1,873     △1,873

当期純利益 8,339  8,339     8,339

自己株式の取得  △1 △1     △1

自己株式の処分  0 0     0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

   50 46 97 22 120

当期変動額合計 6,466 △1 6,464 50 46 97 22 6,584

当期末残高 93,720 △9,147 133,230 147 △53 93 120 133,444
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当事業年度（自2017年４月１日　至2018年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備
金

その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

利益準備
金

その他利益剰余金

 

固定資産
圧縮特別
勘定積立
金

固定資産
圧縮積立
金

特別償却
準備金

別途積立
金

繰越利益
剰余金

当期首残高 18,802 29,855 0 29,855 1,024 297 136 810 82,500 8,950

当期変動額           

固定資産圧縮特別勘定積立
金の取崩

     △297    297

固定資産圧縮積立金の積立       297   △297

固定資産圧縮積立金の取崩       △12   12

特別償却準備金の積立        41  △41

特別償却準備金の取崩        △193  193

別途積立金の積立         6,500 △6,500

剰余金の配当          △1,924

当期純利益          7,964

自己株式の取得           

自己株式の処分   △0 △0      △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

          

当期変動額合計 － － △0 △0 － △297 284 △152 6,500 △296

当期末残高 18,802 29,855 － 29,855 1,024 － 421 657 89,000 8,654

 

        

 株主資本 評価・換算差額等

新株予約
権

純資産合
計

 
利益剰余
金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計 

利益剰余
金合計

当期首残高 93,720 △9,147 133,230 147 △53 93 120 133,444

当期変動額         

固定資産圧縮特別勘定積立
金の取崩

－  －     －

固定資産圧縮積立金の積立 －  －     －

固定資産圧縮積立金の取崩 －  －     －

特別償却準備金の積立 －  －     －

特別償却準備金の取崩 －  －     －

別途積立金の積立 －  －     －

剰余金の配当 △1,924  △1,924     △1,924

当期純利益 7,964  7,964     7,964

自己株式の取得  △2 △2     △2

自己株式の処分 △0 23 22     22

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

   21 44 65 2 68

当期変動額合計 6,038 20 6,059 21 44 65 2 6,128

当期末残高 99,759 △9,126 139,290 168 △9 159 123 139,573
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2）デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法（ヘッジ会計を適用するものを除く）

(3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

　評価基準は原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　商品及び製品

　売価還元法、ただし、流通センター在庫は、移動平均法

　原材料及び貯蔵品

　最終仕入原価法

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法、ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日

以降取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　８～38年

構築物　　　　　10～20年

機械及び装置　　８年

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法、ただし、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(4）長期前払費用

　定額法

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4）店舗閉鎖損失引当金

　店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、閉店及び転貸を決定した店舗について、今後発生すると

見込まれる損失額を計上しております。

(5）ポイント引当金

　ポイントカードにより顧客に付与されたポイントの利用に備えるため、当事業年度末において将来利

用されると見込まれる額を計上しております。
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(6）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（５年）による定額法

により、翌事業年度から費用処理することとしております。

(7）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、2010年６月29日開催の第49回定時株主総会で決議された役員

退職慰労金の打ち切り支給額のうち、将来の支給見込額を計上しております。

(8）災害損失引当金

　東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する支出に備えるため、当事業年度末における見積額

を計上しております。

５．ヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満た

すものについては振当処理を採用しております。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約、通貨スワップ、通貨オプション

ヘッジ対象・・・買掛金（予定取引を含む）

(3）ヘッジ方針

　商品の輸入取引に係る為替相場の変動リスクの低減のため、社内規程に基づき為替予約取引・通貨ス

ワップ取引・通貨オプション取引を行っております。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動の累計額を比較すること等によってヘッジの有効性の評価を行っ

ております。ただし、振当処理の要件を満たしている為替予約・通貨スワップ取引において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の重要な条件が同一であり、高い相関関係があると認められるものについては、決算日

における有効性の評価を省略しております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

(2）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処

理の方法と異なっております。

 

（表示方法の変更）

（損益計算書）

前事業年度まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示しておりました「埋蔵文化財発掘調査費」は、当事

業年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替を

行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「雑損失」に表示していた 127百万円

は、「埋蔵文化財発掘調査費」８百万円、「雑損失」118百万円として組み替えております。
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（貸借対照表関係）

※１　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当事業年度

（2018年３月31日）

短期金銭債権 6,461百万円 7,608百万円

長期金銭債権 47 34

短期金銭債務 4,796 5,005

長期金銭債務 3,618 4,616

 

　２　保証債務

　次の関係会社の金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当事業年度

（2018年３月31日）

ＭＥＫＯＮＧ ＦＲＯＮＴＩＥＲ ＣＯ.,ＬＴＤ －百万円 6百万円

 

※３　事業年度末日満期手形等

　事業年度末日満期手形、ファクタリング対象の買掛金及び電子記録債務の会計処理については、前事業年度の末

日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。事業年度末日満期手形等の

金額は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（2017年３月31日）
当事業年度

（2018年３月31日）

支払手形 －百万円 483百万円

電子記録債務 － 10,168

買掛金 － 968

設備関係支払手形 － 46
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当事業年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

営業取引による取引高   

　売上高 112百万円 178百万円

　不動産賃貸収入等 491 497

　仕入高 8,582 9,234

　その他の営業取引 69,408 87,224

営業取引以外の取引による取引高 1,102 1,144

 

※２　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度45％、当事業年度45％、一般管理費に属する費用のおおよそ

の割合は前事業年度55％、当事業年度55％であります。

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　2016年４月１日
　　至　2017年３月31日）

　当事業年度
（自　2017年４月１日
　　至　2018年３月31日）

給料及び手当 27,848百万円 29,128百万円

賞与引当金繰入額 1,423 1,328

役員賞与引当金繰入額 18 18

ポイント引当金繰入額 581 656

不動産賃借料 10,752 11,117

減価償却費 9,120 9,147

 

※３　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

当事業年度
（自　2017年４月１日
至　2018年３月31日）

建物 200百万円 97百万円

構築物 11 6

機械及び装置 0 0

工具、器具及び備品 2 2

土地 108 －

解体撤去費用 74 39

その他 8 0

計 405 146

 

（有価証券関係）

　関係会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額1,260百万円、前事業年度の貸借対照表計上額1,250百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2017年３月31日）
 

当事業年度
（2018年３月31日）

繰延税金資産    
減損損失 3,348百万円 3,263百万円
未払事業税 212  201
賞与引当金 436  404
退職給付引当金 2,640  2,940
役員退職慰労引当金 54  37
ポイント引当金 178  199
資産除去債務 1,656  1,832
貸倒引当金 13  14
繰延ヘッジ損益 23  4
その他 627  631
小計 9,191  9,529

評価性引当額 △644  △643
繰延税金資産合計 8,547  8,886
繰延税金負債    
固定資産圧縮積立金 △59  △184
固定資産圧縮特別勘定積立金 △130  －
特別償却準備金 △355  △288
資産除去債務に対応する除去費用 △959  △1,036
その他有価証券評価差額金 △44  △53
その他 △124  △123
繰延税金負債合計 △1,673  △1,686
繰延税金資産の純額 6,873  7,199

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2017年３月31日）
 

当事業年度
（2018年３月31日）

法定実効税率 30.7％  30.7％
（調整）    
住民税均等割 4.0  4.1
評価性引当額 △0.5  0.0
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.6  △3.1
外国子会社からの配当等の源泉税等 －  0.1
所得拡大促進税制に係る税額控除等 △2.5  －
その他 0.0  0.0
税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.1  31.8

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累計
額

有形固定資産 建物 82,748 11,146
652

(521)
4,983 88,260 72,236

 構築物 9,409 2,974
87

(77)
1,403 10,893 29,295

 機械及び装置 2,055 185
14

(14)
367 1,859 6,523

 車両運搬具 0 －
0

(－)
－ － －

 工具、器具及び備品 967 603
2

(0)
447 1,120 8,754

 土地 23,251 2,247
168

(56)
－ 25,330 －

 リース資産 4,151 1,686
22

(22)
1,701 4,113 6,386

 建設仮勘定 3,710 19,586 19,850 － 3,446 －

 計 126,294 38,431
20,799

(693)
8,903 135,023 123,196

無形固定資産 借地権 4,721 276
18

(12)
－ 4,979 －

 その他 185 43
3

(3)
20 204 －

 計 4,906 319
21

(15)
20 5,184 －

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

建物 パワー・ホームセンター 新規出店  15店舗 8,418百万円

  移転増床  ２店舗 705百万円

  資産除去債務に対応する除去費用 434百万円

 ハードアンドグリーン 新規出店  ２店舗 183百万円

  移転  １店舗 78百万円

  資産除去債務に対応する除去費用 53百万円

２．建設仮勘定の当期増加額は、主に新規出店の新築工事によるものであり、当期減少額はその本勘定への振替に

よるものであります。

３．「当期減少額」欄の（　　）内はうち書きで、減損損失の計上額であります。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 44 7 0 51

賞与引当金 1,423 1,328 1,423 1,328

役員賞与引当金 18 18 18 18

店舗閉鎖損失引当金 74 － 30 44

ポイント引当金 581 656 581 656

災害損失引当金 1 11 3 9

役員退職慰労引当金 178 － 53 124
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日 ９月３０日　　３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社　証券代

行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

取次所 ──────

買取り・買増し手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他

のやむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

当社の公告掲載URLは次のとおり。http://www.komeri.bit.or.jp

株主に対する特典 （注）２

（注）１．当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、株主の有する株式数に応

じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利並びに単元未満株式の買増し請求をする権利

以外の権利を有しておりません。

２．株主優待制度を実施しております。

株主優待の方法

毎年3月31日現在の株主名簿に記載された１単元（100株）以上の株式を保有される株主の方を対象として、

当社商品券を以下の基準により贈呈いたします。併せて、長期保有株主には継続保有株式数に応じて追加贈呈

いたします。

(1) 贈呈基準

①通常優待

保有株式数 優待内容

100株以上300株未満 当社商品券1,000円（1,000円券1枚）

300株以上500株未満 当社商品券3,000円（1,000円券3枚）

500株以上1,000株未満 当社商品券4,000円（1,000円券4枚）

1,000株以上3,000株未満 当社商品券8,000円（1,000円券8枚）

3,000株以上 当社商品券15,000円（1,000円券15枚）

②長期保有株主に対する特別優待

毎年９月30日及び３月31日現在の株主名簿に、連続７回以上同一株主番号にて記載された株主を対象とし

ております。

継続保有株式数 贈呈内容

100株以上500株未満 当社商品券1,000円（1,000円券1枚）

500株以上1,000株未満 当社商品券2,000円（1,000円券2枚）

1,000株以上 当社商品券3,000円（1,000円券3枚）

(2) 贈呈方法

毎年３月31日現在の株主名簿に記載された住所宛に、６月下旬頃に発送を予定しております。なお、当社

商品券が使用できる、お米を中心とした地域特産品の「株主限定カタログ」を同封いたします。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第56期）（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）2017年６月23日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　2017年６月23日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

　（第57期第１四半期）（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）2017年８月14日関東財務局長に提出。

　（第57期第２四半期）（自　2017年７月１日　至　2017年９月30日）2017年11月13日関東財務局長に提出。

　（第57期第３四半期）（自　2017年10月１日　至　2017年12月31日）2018年２月14日関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

　2017年６月26日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

   ２０１８年６月２０日

株式会社コメリ    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 若松　大輔　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 安藤　　武 　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社コメリの２０１７年４月１日から２０１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社コメリ及び連結子会社の２０１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社コメリの２０１８

年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社コメリが２０１８年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務

報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

   ２０１８年６月２０日

株式会社コメリ    

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員

 
公認会計士 若松　大輔　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 安藤　　武 　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社コメリの２０１７年４月１日から２０１８年３月３１日までの第５７期事業年度の財務諸表、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行っ
た。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
コメリの２０１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
 
（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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